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表紙*電子提供措置用*

証券コード 1969

第144回

定時株主総会招集ご通知
日 時 2024年6月19日（水曜日）午前10時

（受付開始 午前9時）

場 所 東京都新宿区西新宿二丁目2番1号
京王プラザホテル 本館42階「高尾」

議 案
第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を

除く。）8名選任の件
第3号議案 取締役等に対する株式報酬制度の

一部改定の件　

書面交付請求されていない株主様には、株主総会
参考書類と事業報告の一部を併せてご送付してお
ります。
また、書面交付請求された株主様には、法令およ
び当社定款第18条第2項に基づき電子提供措置事
項から一部を除いた書面をご送付しております。

＜会場について＞
昨年と会場が異なりますのでご注意ください。
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株主の皆様へ

株 主 の 皆 様 へ

代表取締役社長 社長執行役員 小島 和人

　平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　当社は、2023年11月16日に創立100周年を迎えました。これもひとえ
に、皆様のご支援のおかげであり、心より深く感謝申しあげます。
　また、当社は、創立100周年の節目に高砂熱学グループのパーパス「環境
革新で、地球の未来をきりひらく。」を策定しました。
　 長 期 ビ ジ ョ ン 「 高 砂 熱 学 グ ル ー プ 長 期 ビ ジ ョ ン2040 Create our 
PLANET,Create our FUTURE」に基づき、社員一人ひとりが「環境クリエ
イター®」となり、ビジネスパートナーと環境価値を共創することを通じて、
豊かでより良い「地球の未来」をきりひらいてまいります。
　「中期経営計画2026 Step for the FUTURE －未来への船出の４年間－」
では、掲げた成長戦略に取り組みながら高砂熱学グループ全体の力を結集
し、引き続き新たな価値創造に努めてまいります。

　ここに、当社第144回定時株主総会招集ご通知をお届けし、株主総会の議
案および第144期の事業の概要につき、ご説明申しあげます。
　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご理解とご支援を賜ります
ようお願い申しあげます。 2024年5月

　

Origin　社是

人の和と創意で社会に貢献
Values

TakasagoWay
Byond：期待以上の価値を提供する
Pride：正々堂々とやり抜く
Trust：人との縁が財産

Vision

環境クリエイター®

Purpose

環境革新で、地球の未来をきりひらく。
空気を調和する。そこから生まれる無限の可能性がある。
高砂熱学は、一人ひとりが百年の歴史から受け継いできた
技術と誇りを胸に、人の和で多様性と共創の輪をひろげていく。
空間環境を創造し、地球へ、そして宇宙へ。
あらゆる環境革新をリードしつづけます。
私たちと家族、世界中の人々の笑顔、すべての生命とともに。
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招集ご通知

株主各位 証券コード 1969
（発信日）2024年5月30日

（電子提供措置の開始日）2024年5月27日
東京都新宿区新宿六丁目27番30号

代表取締役社長 社長執行役員　小島 和人

当社ウェブサイト　https://www.tte-net.com/ir/stock/meeting/

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第144回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第144回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供
措置をとっており、インターネット上の下記当社ウェブサイトに「第144回定時株主総会招集ご通知」とし
て掲載しておりますので、下記当社ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあ
げます。

　また、電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載
しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、銘柄名（会社
名）または証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を選択のうえ、ご確認くだ
さいますようお願い申しあげます。

　当日ご出席いただけない場合は、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただきまして、2024年
6月18日（火曜日）午後5時30分までに郵送またはインターネットにより事前に議決権を行使してください
ますようお願い申しあげます。

敬　具
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招集ご通知

1．日　　時 2024年6月19日（水曜日）午前10時（受付開始　午前9時）

2．場　　所 東京都新宿区西新宿二丁目2番1号
京王プラザホテル 本館42階「高尾」
（ 昨年と会場が異なりますのでご注意ください。）

3．目的事項
報告事項 第144期（2023年4月1日から2024年3月31日まで）事業報告、

連結計算書類、計算書類ならびに会計監査人および監査等委員会の
連結計算書類監査結果報告の件

決議事項 第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）8名選任の件
第3号議案 取締役等に対する株式報酬制度の一部改定の件

お知らせ

　電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令および当社定款の規定に基づき、書面交付請求をい
ただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお、監査等委員会および会計監査人は次の事
項を含む監査対象書類を監査しております。
①事業報告：「業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要および当該体制の運用状
況」および「株式会社の支配に関する基本方針」
②連結計算書類：「連結注記表」および「連結株主資本等変動計算書」
③計算書類：「個別注記表」および「株主資本等変動計算書」
　電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイトおよび東証ウェブサイト
にその旨、修正前の事項および修正後の事項を掲載させていただきます。

記

以上
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議決権行使のご案内

株主総会に当日ご出席いただけない方

郵 送

議決権行使書用紙に各議案に対す
る賛否をご記入いただき、切り取
ってご投函ください。

　

インターネット

当社指定の議決権行使ウェブサイ
トにて各議案に対する賛否をご入
力ください。
詳細は5ページをご覧ください。

　

株主総会に当日ご出席いただける方

議決権電子行使
プラットフォームについて

機関投資家の皆様は、株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームをご利用い
ただけます。

　

議　決　権　行　使　の　ご　案　内

議 決 権 行 使 期 限

2024年 6月18日（火曜日）午後5時30分

● ご郵送の場合は、期限までに到着するようご返送ください。
● 議決権行使書面において、各議案につき賛否のご表示のない場合、賛成の意思表示があったものとしてお取り扱いいたします。
● 議決権行使書面により議決権を行使され、かつ、インターネットにおいても議決権を行使され、議決権行使が重複した場合は、イン

ターネットにより議決権行使したものを有効とさせていただきます。
● インターネットによって、複数回の議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたしま

す。

株 主 総 会 開 催 日 時

2024年 6月19日（水曜日）午前10時（受付開始 午前9時）

議決権行使書用紙をご持参いただき、会場受付にご提出ください。
また、議事資料として本冊子をご持参ください。
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議決権行使のご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

ご 注 意 事 項
・株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行

使ウェブサイト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることになりますので、ご了承ください。
・株主総会の招集のつど、新しい「ログインＩＤ」および「仮パスワード」をご通知いたします。
・議決権行使ウェブサイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様のご負担となります。また、パ

ソコン等をご利用の場合は、これらの料金も株主様のご負担となります。
・インターネット接続にファイヤーウォール等を使用している場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、proxyサーバーをご利用

の場合、TLS暗号化通信を指定されていない場合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利用できない場合もございます。

0120-173-027

議決権行使ウェブサイトのご利用に関
するお問い合わせ三菱UFJ信託銀行株
式会社証券代行部（ヘルプデスク）

（午前9時～午後9時、通話料無料）
　

インターネットによる議決権行使は、パソコンまたはスマートフォンから、当社の指定する議決権行使ウェブサイト
（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただくことによってのみ実施可能です。（ただし、毎日午前2時30分か
ら午前4時30分までは取扱いを休止させていただきます。）

以降は画面の指示に従って賛否をご入力ください。

議決権行使書
〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇

株主総会日

御中 基準日現在のご所有株式数 XX個

XX株議 決 権 の 数

ログイン ID
ログイン用QRコード

ＸＸＸＸ-ＸＸＸＸ-ＸＸＸＸＸ-ＸＸＸ
仮パスワード
ＸＸＸＸＸ

1.
2.

議決権の数
ＸＸ個

ＸＸＸＸ年ＸＸ月ＸＸ日

見本 見本

お手元の議決権行使書用紙の右下に記載され
た「ＱＲコード」を読み取ってください。

議決権行使書用紙の右下に記載された「ログ
インID」、「仮パスワード」を入力すること
なく、議決権行使ウェブサイトにログインす
ることができます。

QRコードを読み取る方法

※�スマートフォンの機種により「QRコード」でのログイン
ができない場合があります。

※QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

2 �お手元の議決権行使書用紙に記載された�
｢ログインID｣および｢仮パスワード｣を入力

3 �｢ログイン｣をクリック

ログインする

ログインID・仮パスワードを入力する方法

1 ｢次の画面へ｣ をクリック

議決権行使ウェブサイトURL　https://evote.tr.mufg.jp/
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議決権行使のご案内

事前質問の受付についてのご案内

質問受付期限　2024年6月13日（木曜日）午後5時
事前質問ウェブサイトのご利用に関するお問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部（ヘルプデスク）
（土日祝日等を除く平日午前9時～午後5時、通話料無料） TEL　0120-676-808

議決権をお持ちの株主様ご本人に限り、当社の定時株主総会招集ご通知の記載事項に関するご質問・ご意見を以下の株主
様専用サイト「Engagement Portal」にて、事前に受け付けております。
なお、本サイトで議決権は行使できませんので、本招集ご通知４～５ページの記載方法に従って、お早めに議決権の行使
をお願いいたします。

ログインID・パスワードを入力する方法

以降は画面の指示に従ってご入力ください。

用紙に記載された「ログインID」、「パスワード」を入力
することなく、事前質問ウェブサイトにログインする 
ことができます。

お手元の議決権行使書用紙裏面の左下に記載された「QR
コード」を読み取ってください。

QRコードを読み取る方法

事前質問
ウェブサイトURL

https://engagement-portal.tr.mufg.jp/

ログインID、パスワード
を入力

ご留意事項
事前に頂戴したご質問のうち、多くの株主様のご関心が高いと思われるものについて、株主総会当日または当社ホームペ
ージ上にてご紹介させていただく予定です。
なお、頂戴したご質問すべてに必ずご回答することをお約束するものではありません。また、ご回答に至らなかった場合
でも、個別の対応はいたしかねますので、あらかじめご了承ください。
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剰余金処分議案

第1号議案 剰余金の処分の件

1 配当財産の種類

金銭

2
株主に対する配当財産の割当てに
関する事項およびその総額

当社普通株式1株につき  金 91円
総額 6,120,020,452円

3 剰余金の配当が効力を生じる日

2024年6月20日
　

141期
2020年度

142期
2021年度

143期
2022年度

144期
2023年度

63
56 60

38

81
10

129
（予定）

（ ご参考 ）
1株当たり年間配当金（単位：円）

株 主 総 会 参 考 書 類
議案および参考事項

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題の一つとして位置づけ、配当による株主還元を基
本とし、配当性向40％を目途に持続的な利益成長に応じて増配を行う累進配当を方針としております。
　本基本方針に基づき、当期の期末配当につきましては、次のとおりとさせていただきたいと存じます。
　また、創立100周年にあたり、1株あたり10円の記念配当を実施する予定です。
　これにより、1株につき、中間配当38円と合わせまして、年間配当は129円となります。

期末配当に関する事項

7



2024/05/21 11:48:43 / 23080432_高砂熱学工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件

候補者番号 氏名（年齢） 現在の当社における地位 取締役会
出席状況

1 再任
　

こ

小
 

 
じ ま

島
 

 
 

　
 

 
かず

和
 

 
ひ と

人 （満62歳） 代表取締役社長　社長執行役員 100％
（12回/12回）

2 再任
　

く

久
 

 
ぼ

保
 

 
た

田
 

 
ひ ろ

浩
 

 
し

司 （満62歳） 取締役　副社長執行役員 100％
（12回/12回）

3 再任
　

か み

神
 

 
や

谷
 

 
 

　
 

 
た だ

忠
 

 
し

史 （満60歳） 取締役　専務執行役員 100％
（12回/12回）

4 新任
　

も り

森
 

 
の

野
 

 
 

　
 

 
ま さ

正 
と し

敏 （満58歳） 執行役員 ｰ
（ ｰ ）

5 再任 社外 独立
　

う ち

内
 

 
の

野
 

 
 

　
しゅう

 州 
ま

馬 （満69歳） 社外取締役
取締役会 議長

100％
（12回/12回）

6 再任 社外 独立
　

た か

髙
 

 
ぎ

木
 

 
 

　
 

 
 

 
 

 
 

 
あつし

 敦 （満56歳） 社外取締役
ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ・指名・報酬委員会 委員長

100％
（12回/12回）

7 再任 社外 独立
　

せ き

関
 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
よ う

葉
 

 
こ

子 （満53歳） 社外取締役 100％
（12回/12回）

8 再任 社外 独立
　

も り

森
 

 
もと

本
 

 
 

　
 

 
ひ で

英
 

 
か

香 （満67歳） 社外取締役 100％
（12回/12回）

　取締役（監査等委員である取締役を除く・以下、本議案において同じ。）全員（8名）は本総会終結の時をもって任期
満了となります。
　つきましては、取締役８名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、当社の独立社外取締役で過半数を構成し、委員長を独立社外取締役とするガバナンス・
指名・報酬委員会における審議を経て決定しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）上記取締役候補者の地位は本参考書類作成時のものであります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

1
　

こ

小
じ ま

島
 

　
か ず

和
ひ と

人 1961年9月6日生（満62歳）
再任

　
　

● 取締役在任期間（本総会終結時） 5年

● 所有する当社株式 74,236株

（うち、株式報酬制度に基づく交付予定株式45,077株）

● 取締役会出席状況 100%（12回/12回）
　

    1984年    4 月 当社入社
    2015年    4 月 当社理事 東日本事業本部横浜支店長
    2017年    4 月 当社執行役員
    2018年    4 月 当社大阪支店長
    2019年    4 月 当社経営戦略本部長
    2019年    6 月 当社取締役 執行役員
    2020年    4 月 当社代表取締役社長COO 社長執行役員

働き方改革担当 兼 経営企画本部管掌
    2021年    4 月 当社経営企画本部管掌 兼 研究開発本部管掌
    2022年    4 月 当社経営企画本部管掌 兼 研究開発本部管掌 兼 財務・

IR統括部管掌
    2023年    6 月 当社代表取締役社長 社長執行役員　現在に至る

略歴、地位および担当

重要な兼職の状況
該当なし

取締役候補者とした理由
　小島和人氏は、空調設備事業の執行を通じて、当社グループの事業に関し、豊富な経験と建築設備の設計・施工
等における高い識見を有しております。また、当社グループの中期経営計画・年度経営計画の策定、機構改革、
ESG・SDGsを意識した経営企画業務を通じて執行責任を果たしてきました。代表取締役社長 社長執行役員とし
て、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上、ならびに取締役会の活性化と機能強化が期待でき
るものと判断し、引き続き取締役候補者としています。

　
（注）小島和人氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

2
　

く

久
ぼ

保
た

田
 

　
ひ ろ

浩
し

司 1961年8月14日生（満62歳）
再任

　
　

● 取締役在任期間（本総会終結時） 2年

● 所有する当社株式 22,001株

（うち、株式報酬制度に基づく交付予定株式13,192株）

● 取締役会出席状況 100%（12回/12回）
　

    1985年    4 月 当社入社
    2016年    4 月 当社理事 東日本事業本部東京本店営業１部長
    2017年    4 月 当社東京本店副本店長
    2018年    4 月 当社国内事業統括本部営業統括部長
    2019年    4 月 当社執行役員 事業統括本部営業統括部長
    2020年    4 月 当社営業本部長
    2021年    4 月 当社常務執行役員
    2022年    6 月 当社取締役 常務執行役員

営業本部長 兼 営業本部管掌
    2023年    4 月 当社営業本部長
    2024年    4 月 当社取締役 副社長執行役員

営業本部長 兼 研究開発本部管掌
現在に至る

略歴、地位および担当

重要な兼職の状況
該当なし

取締役候補者とした理由
　久保田浩司氏は、長年にわたり営業部門に携わり、現在は、空調設備業の営業を統括する営業本部長を務めてお
ります。このような経歴を有する同氏は、能力・識見ともに優れており、豊富な経験に基づき、営業部門を通じて
執行責任を果たしてきました。取締役 副社長執行役員として、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値
の向上、ならびに取締役会の活性化と機能強化が期待できるものと判断し、引き続き取締役候補者としています。

　
（注）久保田浩司氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

3
　

か み

神
や

谷
 

　
た だ

忠
し

史 1963年10月19日生（満60歳）
再任

　
　

● 取締役在任期間（本総会終結時） 5年

● 所有する当社株式 29,563株

（うち、株式報酬制度に基づく交付予定株式20,120株）

● 取締役会出席状況 100%（12回/12回）
　

    1986年    4 月 当社入社
    2016年    4 月 当社理事 エンジニアリング事業本部

エンジニアリング事業部長
    2018年    4 月 当社執行役員
    2019年    4 月 当社事業統括本部副本部長 兼 働き方改革担当
    2019年    6 月 当社取締役 執行役員
    2020年    4 月 当社取締役 常務執行役員

品質・環境・安全担当 兼 国内関係会社担当 兼 事業統括
本部管掌

    2021年    4 月 当社事業統括本部長 兼 品質・環境・安全担当 兼 技術担当
兼 関係会社担当 兼 営業本部管掌

    2022年    6 月 当社事業統括本部長 兼 品質・環境・安全担当 兼 技術担当
兼 関係会社担当

    2023年    4 月 当社技術本部長 兼 関係会社担当 兼 事業戦略統括部管掌
    2024年    4 月 当社取締役 専務執行役員

技術本部長 兼 関係会社担当 兼 DX部門管掌 兼 事業戦略統
括部管掌　現在に至る

略歴、地位および担当

重要な兼職の状況
該当なし

取締役候補者とした理由
　神谷忠史氏は、空調設備事業の執行を通じて、当社グループの事業に関し、豊富な経験と建築設備の設計・施工
等における高い識見を有しております。また、空調設備事業の事業統括および生産性の向上を通じて執行責任を果
たしてきました。コアビジネスの事業統括およびＤＸ部門ならびに事業戦略の担当として、当社グループの持続的
な成長と中長期的な企業価値の向上、ならびに取締役会の活性化と機能強化が期待できるものと判断し、引き続き
取締役候補者としています。

　
（注）神谷忠史氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

11



2024/05/21 11:48:43 / 23080432_高砂熱学工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

4
　

も り

森
の

野
 

　
ま さ

正
と し

敏 1965年10月26日生（満58歳）
新任

　
　

● 取締役在任期間（本総会終結時） -年

● 所有する当社株式 5,908株

（うち、株式報酬制度に基づく交付予定株式1,236株）

● 取締役会出席状況 ｰ%（ｰ回/ｰ回）
　

    1989年    4 月 株式会社住友銀行（現 株式会社三井住友銀行）入行
    2005年    6 月 同行管理部秘書室　頭取秘書
    2007年    4 月 同行本店営業第二部次長
    2014年    4 月 同行高松法人営業部長 兼 高松支店長
    2016年    4 月 同行ホールセール統括部グローバルコーポレートバンキング

推進室長
    2018年    4 月 同行本店営業第八部長
    2021年    4 月 当社入社 経営企画本部広報部長
    2021年    10月 当社理事
    2022年    4 月 当社財務・IR統括部長　現在に至る
    2023年    4 月 当社執行役員　現在に至る
    2024年    4 月 当社リスク・コンプライアンス担当 兼 コーポレート部門担

当　現在に至る

略歴、地位および担当

重要な兼職の状況
該当なし

取締役候補者とした理由
　森野正敏氏は、金融機関での豊富な経験を通じ、財務・金融等をはじめとした業務執行に関する高度な知見を有
しております。当社入社以来、財務・経理およびＩＲ・広報に関する統括責任者として執行責任を果たしてきまし
た。財務・ＩＲ部門の統括およびリスク・コンプライアンスならびにコーポレート部門の担当として、当社グルー
プの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上、ならびに取締役会の活性化と機能強化が期待できるものと判断
し、取締役候補者としています。

　
（注）森野正敏氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

5
　

う ち

内
の

野
 

　
しゅう

州
ま

馬 1954年6月29日生（満69歳）
再任 社外 独立

　
　

● 社外取締役在任期間（本総会終結時） 4年
   (2016年6月~2018年6月までの在任期間を含む)

● 所有する当社株式 0株

● 取締役会出席状況 100%（12回/12回）
　

    1978年    4 月 三菱商事株式会社 入社
    2009年    4 月 同社執行役員（三菱自動車工業株式会社 常務執行役員）
    2010年    7 月 同社執行役員 主計部長
    2010年    11月 同社執行役員 主計部長、コーポレート担当役員補佐
    2013年    4 月 同社常務執行役員 コーポレート担当役員（CFO）
    2013年    6 月 同社代表取締役常務執行役員 コーポレート担当役員（CFO）
    2016年    4 月 同社代表取締役
    2016年    6 月 同社顧問

当社社外取締役（2018年6月退任）
    2018年    6 月 三菱商事株式会社常任監査役
    2019年    6 月 同社常勤監査役
    2022年    6 月 株式会社デジタルガレージ社外取締役（監査等委員）

現在に至る
当社社外取締役　現在に至る

    2023年    6 月 当社取締役会 議長　現在に至る

略歴、地位および担当

重要な兼職の状況
株式会社デジタルガレージ社外取締役（監査等委員）

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
　内野州馬氏は、総合商社の代表取締役およびCFOとして豊富な経験と識見を有しており、それらを活かして独立した立場から
経営の監督とチェック機能を果たしていただくとともに、当社の経営に有用な指摘、意見をいただくなど、社外取締役としての職
務を適切に遂行することを期待したためであります。また、現在、同氏は取締役会議長を務めており、引き続き実効性の高い取締
役会の運営に寄与していただくことが期待されます。
　また、同氏は、三菱商事株式会社の出身であるところ、当社は、同社との間に通常の営業取引関係を有しておりますが、当該取
引については、当社の売上高に占める割合は0.00％（小数点第3位以下を切り捨て）と小さいこと等に照らして、社外取締役とし
ての独立性を有していると判断しております。なお、当社の社外役員に関する独立性基準は後記（参照）1.のとおりであります。

　
（注）1．内野州馬氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

2．当社は内野州馬氏との間で、会社法第423条第1項の責任について、その職務を行うことにつき善意でかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第1
項各号に定める金額の合計額を限度として損害賠償責任を負担する責任限定契約を締結しております。同氏が取締役に再任され就任した場合には、当社と同
氏との間で、当該契約を継続する予定であります。

3．内野州馬氏の選任議案が承認された場合、同氏は引き続き、東京証券取引所有価証券上場規程第436条の2に定める独立役員に指定され、同取引所に対する
届出がなされる予定であります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

6
　

た か

髙
ぎ

木
 

　
 

　
あつし

敦 1967年10月3日生（満56歳）
再任 社外 独立

　
　

● 社外取締役在任期間（本総会終結時） 2年

● 所有する当社株式 0株

● 取締役会出席状況 100%（12回/12回）
　

    1991年    4 月 株式会社野村総合研究所 入社
    1997年    9 月 Morgan Stanley Japan Ltd. 入社
    2004年    12月 同社マネージングディレクター
    2015年    10月 同社調査統括本部副本部長
    2019年    11月 株式会社インフラ・リサーチ＆アドバイザーズ代表取締役

現在に至る
    2020年    6 月 前田建設工業株式会社 非業務執行取締役　現在に至る
    2021年    4 月 当社顧問
    2021年    10月 インフロニア・ホールディングス株式会社 社外取締役

報酬委員長　現在に至る
    2022年    6 月 当社社外取締役　現在に至る
    2023年    6 月 当社ガバナンス・指名・報酬委員会 委員長　現在に至る

略歴、地位および担当

重要な兼職の状況
株式会社インフラ・リサーチ＆アドバイザーズ代表取締役
前田建設工業株式会社非業務執行取締役
インフロニア・ホールディングス株式会社社外取締役 報酬委員長

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
　髙木敦氏は、証券会社におけるアナリストとしての職務経験、金融・財務に関する高い知見および建設セクションに関する幅広
い見識を有しており、それらを活かして独立した客観的な立場から経営の監督とチェック機能を果たしていただくとともに、当社
の経営に有用な指摘、意見をいただくなど、社外取締役としての職務を適切に遂行することを期待したためであります。また、現
在、同氏は取締役会に諮問する任意の機関であるガバナンス・指名・報酬委員会の委員長を務めており、引き続きコーポレート・
ガバナンスの継続的な充実等に寄与していただくことが期待されます。
　また、同氏は、2021年4月から当社社外取締役に選任される2022年6月の当社定時株主総会までの期間、当社の社外取締役に
就任することを前提として非常勤顧問を務めておりますが、当該業務の内容は独立した社外者としての立場から助言を行うもので
あること、および、同人に対する顧問報酬は多額でなかった（1,000万円未満）こと等に照らして、社外取締役としての独立性を
有していると判断しております。なお、当社の社外役員に関する独立性基準は後記（参照）1.のとおりであります。

　
（注）1．髙木敦氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

2．当社は髙木敦氏との間で、会社法第423条第1項の責任について、その職務を行うことにつき善意でかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第1項
各号に定める金額の合計額を限度として損害賠償責任を負担する責任限定契約を締結しております。同氏が取締役に再任され就任した場合には、当社と同氏
との間で、当該契約を継続する予定であります。

3．髙木敦氏の選任議案が承認された場合、同氏は引き続き、東京証券取引所有価証券上場規程第436条の2に定める独立役員に指定され、同取引所に対する届
出がなされる予定であります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

7
　

せ き

関
 

　
 

　
よ う

葉
こ

子 1970年8月30日生（満53歳）
再任 社外 独立

　
　

● 社外取締役在任期間（本総会終結時） 5年

● 所有する当社株式 0株

● 取締役会出席状況 100%（12回/12回）
　

    2002年    10月 弁護士登録
    2002年    11月 公認会計士登録
    2006年    12月 銀座プライム法律事務所 入所

現在に至る
    2014年    4 月 国士館大学教授

現在に至る
    2019年    6 月 当社社外取締役

現在に至る

略歴、地位および担当

重要な兼職の状況
大樹生命保険株式会社社外監査役
イオンリート投資法人監督役員

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
　関葉子氏は、弁護士および公認会計士としての豊富な経験と識見を有しており、それらを活かして業務執行から
独立した客観的な立場から経営の監督とチェック機能を果たしていただけるものと期待したためであります。
　また、同氏は、社外役員となること以外の方法により過去に会社の経営に関与しておりませんが、上記理由か
ら、当社の経営に有用な指摘、意見をいただくなど、社外取締役としての職務を適切に遂行することができるもの
と判断いたしました。なお、当社の社外役員に関する独立性基準は後記（参照）1.のとおりであります。

　
（注）1．関葉子氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

2．当社は関葉子氏との間で、会社法第423条第1項の責任について、その職務を行うことにつき善意でかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第1項
各号に定める金額の合計額を限度として損害賠償責任を負担する責任限定契約を締結しております。同氏が取締役に再任され就任した場合には、当社と同氏
との間で、当該契約を継続する予定であります。

3．関葉子氏の選任議案が承認された場合、同氏は引き続き、東京証券取引所有価証券上場規程第436条の2に定める独立役員に指定され、同取引所に対する届
出がなされる予定であります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

8
　

も り

森
も と

本
 

　
ひ で

英
か

香 1957年1月4日生（満67歳）
再任 社外 独立

　
　

● 社外取締役在任期間（本総会終結時） 3年

● 所有する当社株式 0株

● 取締役会出席状況 100%（12回/12回）
　

    1981年    4 月 環境庁（現 環境省）入庁
    2011年    8 月 内閣審議官、内閣官房原子力安全規制組織等改革準備室長
    2012年    9 月 原子力規制庁次長
    2014年    7 月 環境省大臣官房長
    2017年    7 月 環境事務次官
    2019年    7 月 環境省顧問
    2020年    4 月 早稲田大学法学部教授　現在に至る

当社顧問
    2021年    6 月 当社社外取締役

現在に至る
    2022年    3 月 株式会社INPEX社外取締役

現在に至る

略歴、地位および担当

重要な兼職の状況
株式会社INPEX社外取締役

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
　森本英香氏は、行政分野や環境分野における豊富な経験と識見を有しており、それらを活かして業務執行から独立した客観的な
立場から経営の監督とチェック機能を果たしていただけるものと期待したためであります。また、同氏は社外役員となること以外
の方法により過去に会社の経営に関与しておりませんが、上記理由から、当社の経営に有用な指摘、意見をいただくなど、社外取
締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断いたしました。
　また、同氏は、2020年4月から当社社外取締役に選任される2021年6月の当社定時株主総会までの期間、当社の社外取締役に
就任することを前提として非常勤顧問を務めておりましたが、当該業務の内容は独立した社外者としての立場から助言を行うもの
であること、および、同人に対する顧問報酬は多額でなかった（1,000万円未満）こと等に照らして、社外取締役としての独立性
を有していると判断しております。なお、当社の社外役員に関する独立性基準は後記（参照）1.のとおりであります。

　
（注）1．森本英香氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

2．当社は森本英香氏との間で、会社法第423条第1項の責任について、その職務を行うことにつき善意でかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第1
項各号に定める金額の合計額を限度として損害賠償責任を負担する責任限定契約を締結しております。同氏が取締役に再任され就任した場合には、当社と同
氏との間で、当該契約を継続する予定であります。

3．森本英香氏の選任議案が承認された場合、同氏は引き続き、東京証券取引所有価証券上場規程第436条の2に定める独立役員に指定され、同取引所に対する
届出がなされる予定であります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

（参照）
1. 当社の社外役員に関する独立性基準は次のとおりであります。

⑴当社を主要な取引先注とする者またはその業務執行者でないこと
注当社を主要な取引先とする者とは、直前事業年度および過去3事業年度（以下「対象事業年度」という。）における当社との取引について、各対象事業年
度における取引の総額が、原則として、取引先の売上高の2％以上を占めている企業をいう。

⑵当社の主要な取引先注またはその業務執行者でないこと
注当社の主要な取引先とは、直前事業年度および過去3事業年度（以下「対象事業年度」という。）における当社との取引について、各対象事業年度におけ
る取引の総額が、原則として、当社の売上高の2％以上を占めている企業をいう。

⑶当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産注を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専門家（当該財産を得
ている者が法人、組合の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。）でないこと。
注多額の金銭その他の財産とは、その価額の総額が、原則として、1事業年度について1,000万円以上のものをいう。

⑷最近において次の①から④までのいずれかに該当していた者でないこと
①⑴⑵または⑶に掲げる者
②当社の親会社の業務執行者または業務執行者でない取締役
③当社の親会社の監査役（社外監査役を独立役員として指定する場合に限る。）
④当社の兄弟会社の業務執行者

⑸次の①から⑧までのいずれかに該当する者（重要注でない者を除く。）の近親者注でないこと
①⑴から前⑷に掲げる者
②当社の会計参与（当該会計参与が法人である場合は、その職務を行うべき社員を含む。以下同じ。）（社外監査役を独立役

員として指定する場合に限る。）
③当社の子会社の業務執行者
④当社の子会社の業務執行者でない取締役または会計参与（社外監査役を独立役員として指定する場合に限る。）
⑤当社の親会社の業務執行者または業務執行者でない取締役
⑥当社の親会社の監査役（社外監査役を独立役員として指定する場合に限る。）
⑦当社の兄弟会社の業務執行者
⑧最近において前③、④または上場会社の業務執行者（社外監査役を独立役員として指定する場合にあっては、業務執行者で

ない取締役を含む。）に該当していた者
注「重要な」者とは、⑴または⑵の業務執行者については各会社・取引先の役員・部長クラスの者、⑶の所属する者については各監査法人に所属する公認
会計士、各法律事務所に所属する弁護士（いわゆるアソシエイトを含む。）とする。また、近親者とは、二親等内の親族をいう。

2. 各候補者が所有する当社の株式数は、役員持株会名義の実質所有株式数および内数として表示している株式報酬制度に基づき
退任時に交付される予定の株式数を含めて表示しております。
〔株式報酬制度に基づく交付予定株式のご説明〕
当社は、2018年度より、株式報酬型ストックオプション制度を廃止し、当社の取締役（社外取締役および国外居住者を除
く。以下同じ。）等を対象とする株式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入しております。候補者に対する本制度に基
づく交付予定株式の数には、2024年6月1日に付与する予定のポイントに相当する当社株式の数に加えて、本制度において、
株式報酬型ストックオプションからの移行措置として、本制度の開始に伴い権利放棄された株式報酬型ストックオプションと
しての新株予約権の目的となる株式数に応じて2018年10月1日に付与されたポイントに相当する当社株式の数も含めて記載
しております。取締役に対する実際の株式交付は、退任時に行われる予定です。なお、本制度に基づく交付予定株式にかかる
議決権は、当該各候補者に将来交付されるまでの間、行使されることはありません。また、当該交付予定株式の30％に相当
する株式は、納税資金確保のために市場で売却された上で、その売却代金が給付される予定であります。

3. 当社は、取締役（社外取締役を含む。）全員を被保険者として会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険（D＆
O保険）契約を保険会社との間で締結しています。第2号議案が原案どおり承認され、各候補者が取締役に就任した場合に
は、各候補者は当該保険契約の被保険者となります。当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任
を負うこと、または、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害賠償金や訴訟費用等について填
補することとされています。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないな
ど、一定の免責事由があります。保険料は特約部分も含め当社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありま
せん。なお、各候補者の任期途中である2024年10月に当該保険契約を更新する予定であります。
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株式報酬制度改定議案

第3号議案 取締役等に対する株式報酬制度の一部改定の件

　当社は、第138回定時株主総会において、株式報酬制度の導入についてご承認をいただき、その後、第143回定時株主
総会において、当社の監査等委員会設置会社への移行に伴い、当社の取締役（監査等委員である取締役、社外取締役およ
び国外居住者を除く。）、委任契約を締結している執行役員（国外居住者を除く。）および委任契約を締結している理事
（国外居住者を除く。）を対象とした株式報酬制度（以下「本制度」という。）に改定することをご承認いただいており
ます。
　今般、当社は、中期経営計画の達成に向けた中長期の取り組みや活動の成果を報酬に適切に反映し、さらなる企業価値
向上に向けた動機付けとすることを目的として、本制度に基づく報酬を「業績連動部分」と「業績非連動（株価連動）部
分」で構成するものとし、当社が拠出する金員の上限や「業績連動部分」の業績評価指標の内容等を見直すと共に、本制
度の継続に伴う所要の変更を行うものです。

1．提案の理由および当該報酬を相当とする理由
　当社は、2018年6月26日開催の第138回定時株主総会において、本制度の導入について株主の皆様のご承認をいただ
き、その後、2023年6月23日開催の第143回定時株主総会において、当社の取締役（監査等委員である取締役、社外取
締役および国外居住者を除く。以下本議案について同じ。）、委任契約を締結している執行役員（国外居住者を除く。）
および委任契約を締結している理事（国外居住者を除く。当社の取締役、執行役員および理事を併せて、以下「取締役
等」という。）を対象とした本制度に改定のうえ、今日に至っております。
　今般、当社は、「高砂熱学グループ 長期ビジョン2040」として掲げる目指す姿の実現に向けて、その第1フェーズと
なる2023年度から2026年度までを対象とした「中期経営計画2026 Step for the FUTUREー未来への船出の4年間
ー」を策定しております。かかる中期経営計画の達成に向けた動機づけとすることを目的として、本制度を一部改定する
とともに、本制度の継続に伴う所要の変更を行うため、本議案を本株主総会にお諮りするものであります。
　なお、本議案は、2023年6月23日開催の第143回定時株主総会においてご承認いただきました取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。）の金銭報酬限度額（1事業年度550百万円以内。ただし、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含
まない。）とは別枠として、取締役等に対して株式報酬を支給するものです。
　当社は、本議案が可決されることを条件として、2024年５月開催の取締役会において、「取締役の個人別の報酬等の
内容に係る決定方針」を改定しました（23頁から24頁をご参照）。本議案は、かかる方針に沿う内容の取締役の個人別
の報酬等を付与するために必要かつ合理的なものとなっており、本議案の内容は相当であると考えております。
　なお、当社は、取締役等の報酬決定プロセスにおける独立性・客観性・透明性を担保するため、委員長および委員の過
半数を独立社外取締役とするガバナンス・指名・報酬委員会を設置しており、本制度の一部改定については、ガバナン
ス・指名・報酬委員会の審議を経ております。また、当社の監査等委員会は、本議案について、ガバナンス・指名・報酬
委員会が審議を行い、その答申を基に、取締役会において審議・決定されていることから、その決定手続は適切であり、
かつ、取締役等に対する中長期的な企業価値向上へのインセンティブとしても適切であり、取締役等と株主の皆様との価
値共有に資すると考え、その内容も相当であると判断しております。
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株式報酬制度改定議案

①本制度の対象となる当社株式等の交付等の
対象者

・当社の取締役（監査等委員である取締役、社外取締役、国外居住者
を除く。）

・当社と委任契約を締結している執行役員および委任契約を締結して
いる理事（国外居住者を除く。）

②本制度の対象となる当社株式が発行済株式の総数に与える影響
当社が拠出する金員の上限（下記（２）のと
おり。）

・6億円に対象期間の年数を乗じた金額
・当初の対象期間については、3事業年度を対象とするため、18億円

当 社 株 式 の 取 得 方 法 （ 下 記 （ ２ ） の と お
り。）および取締役等が取得する当社株式等
の数の上限（下記（３）のとおり。）

・取締役等に付与される１事業年度あたりのポイントの上限は、
240,000ポイント

・取締役等に付与される１事業年度あたりのポイントの上限に相当す
る株式数の当社発行済株式総数（2024年3月31日時点。自己株式
控除後。）に対する割合は約0.4％

・当社株式は、株式市場または当社（自己株式処分）から取得

③業績評価指標の内容（下記（３）のとお
り。）

・当社の中期経営計画に基づき設定する業績評価指標の目標達成状況
等に応じて0～200%の範囲内で変動

・当初の対象期間における業績評価指標は、連結経常利益、連結
ROE、相対TSR（対TOPIX）、CO2排出量削減、従業員エンゲージ
メント

④取締役等に対する当社株式等の交付等の時
期（下記（４）のとおり。）

・業績連動部分：原則として対象期間終了後
・業績非連動部分：原則として退任後

　第2号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）8名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、本制度の
対象となる当社の取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く。）は4名となります。また、上記のとお
り、本制度に基づく報酬には、執行役員および理事に対する報酬も含まれますが（本株主総会の終結の時点において本制
度の対象となる取締役を兼務しない執行役員および理事は27名となる予定です。）、本議案では、それらの執行役員お
よび理事が対象期間中に新たに取締役に就任する可能性があることを踏まえ、本制度に基づく報酬の全体につき、取締役
等に対する報酬等として、その額および内容を提案するものであります。

2．改定後の本制度における報酬等の額および内容等
⑴ 本制度の概要
　本制度は、当社が拠出する取締役等の報酬額を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役等に当社株式およ
び当社株式の換価処分金相当額の金銭（以下「当社株式等」という。）の交付および給付（以下「交付等」という。）が
行われる株式報酬制度です。（詳細は下記（2）以降のとおり。）
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⑵ 当社が拠出する金員の上限
　本制度は、当社が掲げる中期経営計画の期間に対応する事業年度（以下「対象期間」という。）を対象とします。な
お、本制度改定後の当初の対象期間は、2025年３月31日で終了する事業年度から2027年３月31日で終了する事業年度
までの3事業年度（以下「当初対象期間」という。）とします。
　当社は、対象期間ごとに、１事業年度あたりの信託金の上限額（6億円）に、対象期間の年数を乗じた数に相当する金
額（当初対象期間については３事業年度を対象として18億円）を上限とする金員を、取締役等への報酬として拠出し、
受益者要件を充足する取締役等を受益者として対象期間に相当する期間の信託（以下「本信託」という。）を設定（本
（２）４段落の信託期間の延長を含む。）します。
　本信託は、信託管理人の指図に従い、信託された金員を原資として当社株式を株式市場または当社（当社による自己株
式の処分）から取得します。当社は、信託期間中、取締役等に対するポイント（下記（３）のとおり。）の付与を行い、
本信託は取締役等が受益者要件を充足した場合に当社株式等の交付等を行います。
　なお、本信託の信託期間の満了時において、新たな本信託の設定に代えて信託契約の変更および追加信託を行うことに
より、本信託を継続することがあります。その場合、本信託の信託期間を当社の中期経営計画に対応する年数と同期間延
長し、以降の当社の中期経営計画に対応する事業年度を新たな対象期間とします。当社は、延長された信託期間ごとに、
本株主総会で承認を受けた範囲内で金員を追加拠出し、引き続き延長された信託期間中、取締役等に対するポイントの付
与を継続し、本信託は、延長された信託期間中、当社株式等の交付等を継続します。ただし、かかる追加拠出を行う場合
において、延長する前の信託期間の末日に信託財産内に残存する当社株式（取締役等に付与されたポイントに相当する当
社株式で交付等が未了であるものを除く。）および金銭（以下「残存株式等」という。）があるときは、残存株式等の金
額と追加拠出される信託金の合計額は、１事業年度あたりの信託金の上限額に対象期間の年数を乗じた数に相当する金額
の範囲内とします。
　本信託の信託期間の満了時に信託期間の変更および追加信託を行わない場合で、受益者要件を満たす可能性のある取締
役等が在任しているときは、それ以降、取締役等に対するポイントの付与は行われませんが、当該取締役等が退任し、当
該取締役等に対する当社株式等の交付等が完了するまで、一定期間本信託の信託期間を延長させることがあります。

⑶ 取締役等に交付等が行なわれる当社株式等の算定方法および上限
　取締役等に対して交付等が行われる当社株式等の数は、取締役等に付与されるポイント数に応じて算定されます。取締
役等には、信託期間中の毎年一定の時期に、以下①および②に定めるポイントを付与します。
　１ポイントは当社株式１株とします。ただし、信託期間中に当社株式の株式分割・株式併合等のポイントの調整を行う
ことが公正であると認められる事象が生じた場合、分割比率・併合比率等に応じて、１ポイントあたりの当社株式数の調
整がなされます。
①業績連動部分
　当社の中期経営計画の期間を対象として、毎年一定の時期に取締役等に対して、役位に応じた単年度ポイントを割当て
ます。取締役等に割り当てられた単年度ポイントは累計され、本制度の対象期間終了後に、この累計値に業績目標の達成
状況等に応じた業績連動係数を乗じて業績連動ポイント数を算出し、株式交付等の対象となるポイント数を決定します。
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（単年度ポイントの算定式）　役位別の株式報酬基準額×60% ÷ 当社株式の平均取得単価※1

（業績連動ポイントの算定式）　対象期間の単年度ポイントの累計値 × 業績連動係数※2

※1 本信託による当社株式の平均取得単価。本信託の信託期間を延長した場合には、原則として延長後に本信託が取
得した当社株式の平均取得単価となります。

※2 業績連動係数は、中期経営計画に基づき設定する業績評価指標の目標達成状況等に応じて0～200%の範囲内で
変動します。業績評価指標は、中期経営計画で掲げる重要指標その他取締役会が定める指標を用いることとし、
当初対象期間においては、連結経常利益（30%）、連結ROE（20%）、相対TSR（対TOPIX）（30%）、CO2

排出量削減（10%）、従業員エンゲージメント（10%）とします（括弧内は各指標の評価ウェイト）。なお、
今後、当社を取り巻く外部環境の変化や中長期的な戦略の見直し等の事情が生じた場合には、ガバナンス・指
名・報酬委員会の審議を経た上で、取締役会の決議により、当該指標および評価ウェイトを変更することがあり
ます。

②業績非連動部分
　当社の中期経営計画の期間を対象として、毎年一定の時期に、取締役等に対して、株主の皆様との利害意識の共有を促
すことを目的に、役位に応じた業績非連動ポイントを割当てます。

（業績非連動ポイントの算定式）　役位別の株式報酬基準額×40% ÷ 当社株式の平均取得単価

　取締役等に付与される1事業年度あたりのポイントの総数の上限は240,000ポイントとします。このポイントの上限
は、上記の信託金の上限額を踏まえて、過去の株価等を参考に設定しています。当初対象期間においては、3事業年度を
対象とするため、本信託が取得する当社株式の数（以下「取得株式数」という。）は、かかる1事業年度あたりのポイン
トの総数の上限に対象期間の年数である3を乗じた数に相当する株式数（720,000株）を上限とします。
　なお、本信託の継続を行う場合における取得株式数は、かかる1事業年度あたりのポイントの総数の上限に対象期間の
年数を乗じた数に相当する株式数が上限となります。

⑷ 取締役等に対する当社株式等の交付等の方法および時期
①業績連動部分
　業績連動部分にかかる当社株式等の交付等の時期は、原則として本制度の対象期間終了後となります。具体的な交付等
の方法および時期は次のとおりです。
　受益者要件を充足した取締役等は、対象期間終了後の業績連動ポイント数が決定した後の一定の時期に、業績連動ポイ
ントの一定の割合の当社株式について本信託から交付を受け、残りの当社株式については本信託内で換価した上で、換価
処分金相当額の金銭の給付を本信託から受けます。
②業績非連動部分
　業績非連動部分にかかる当社株式等の交付等の時期は、原則として取締役等の退任後となります。具体的な交付等の方
法および時期は次のとおりです。
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　受益者要件を充足した取締役等は、退任後の一定の時期に、業績非連動ポイントの一定の割合の当社株式について本信
託から交付を受け、残りの当社株式については本信託内で換価した上で、換価処分金相当額の金銭の給付を本信託から受
けます。

⑸ クローバック・マルス制度
　取締役等が在任期間中に、当社に損害を及ぼす重大な不適切行為等を行ったことが確認された場合、ガバナンス・指
名・報酬委員会の審議、答申を踏まえて、取締役会における決議により、全部もしくは一部の当社株式等の交付等を行わ
ず、または既に交付等を行った当社株式等もしくはその相当額の金銭の全部もしくは一部の返還を求めることができるも
のとします。

⑹ 本信託内の当社株式に関する議決権の取扱い
　本信託内の当社株式については、経営への中立性を確保するため、信託期間中、議決権は行使されないものとします。

⑺ 本信託内の当社株式に関する配当の取扱い
　本信託内の当社株式について支払われた配当は、本信託が受領した後、本信託の信託報酬・信託費用に充てられます。

⑻ その他の本制度の内容
　本制度に関するその他の内容については、本信託の設定、信託期間の延長並びに信託契約の変更および本信託への追加
拠出の都度、取締役会において定めます。

（参考）当社の一部の連結子会社の取締役に対する株式報酬制度
　本議案においてご承認をお願いする当社の取締役等に対する株式報酬制度のほか、当社の一部の連結子会社の取締役
（社外取締役、国外居住者を除く。以下、当社の取締役等と併せて、「対象取締役等」という。）に対しても、同様の信
託を利用した株式報酬制度を導入しており、本議案を承認いただくことを条件として、当該連結子会社においても本制度
を継続いたします。
　対象取締役等に対して、当初対象期間（3事業年度）に、信託に拠出する金員の合計上限額は18.9億円であります。ま
た、対象取締役等に付与される1事業年度あたりのポイントの合計上限数は、258,900ポイント（1事業年度あたりのポ
イント数の上限に相当する株式数の2024年３月31日時点の発行済株式総数（自己株式控除後）に対する割合は、約
0.4%となります。）であります。

以上
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基本方針
・持続的な“成長マインド”を醸成するために、リーダーシップの発揮と適切なリスクテイクを評価し、功績に相応し

いリターンを実現できる報酬制度とすること
・優秀な人財を確保し続けるために有効な報酬内容・水準であること
・独立性・客観性・透明性が担保された報酬ガバナンスの仕組みを確立し、ステークホルダーに説明責任を果たせる

内容であること

報酬体系
① 報酬構成

【社内取締役】
　基本報酬、賞与（年次）および株式報酬（中長期）で構成します。
【社外取締役】
　役割と独立性の観点から、基本報酬のみで構成します。
　取締役会議長、ガバナンス・指名・報酬委員長には、手当相当額を含めた基本報酬を支給します。

② 報酬水準
　取締役の基本報酬は、当社と同業種や同規模の国内企業を主なベンチマーク企業群として多面的な検討を行い設
定しております。また、取締役の変動報酬は、中長期のビジョン実現に向けた多様な能力をもつ優秀な人材を確保
し続けるために有効な報酬水準であることを考慮のうえ設定しております。

③ 報酬構成比率
　社内取締役の報酬等の構成比率は、業績連動性が高い報酬体系となることを基本に、代表取締役社長は、その総
報酬に占める変動報酬比率（賞与・株式報酬）が60％程度（参考：改正前は40％程度）となること、また、株主
の皆様と利害を共有する報酬である株式報酬の比率が30％程度（参考：改正前は20％程度）となる構成にしてお
ります。尚、その他の取締役は、変動報酬比率が50％程度（参考：改正前は35％程度）となるよう、役位・役割
に応じて設計しております。
【基本報酬】
　月ごとに固定額を支払う基本報酬は、役位または役割に応じて決定します。
【変動報酬】
　当社の持続的成長と中長期の企業価値向上への動機付けをさらに強めることを基本方針の一つに、総報酬に占め
る変動報酬比率を高めるととともに、当社の持続的成長と企業価値向上（財務的価値と社会的価値の両面）の動機
付けとなる支給方法等を組み込んだ制度設計とします。変動報酬の内訳として賞与と株式報酬を設け、株式報酬は
中期経営計画の対象期間中の業績目標の達成状況等に応じて変動する部分と、業績に連動しない部分の2階建ての
設計としております。

≪賞与≫
　賞与は、単年度業績の達成に向けたインセンティブおよび中長期ビジョンの実現に向けたマイルストーン達
成へのコミットメントと位置付け、連結経常利益、連結売上高総利益率および各役員の個別評価に応じて0%～
200%の範囲で変動する仕組みとし、毎年一定の時期に支給します。

（ ご 参 考 ）役員報酬ポリシー
　当社取締役（監査等委員である取締役を除く）および執行役員（以下、役員）の報酬は、当社の目指す姿である「環境
クリエイター®」の実現に向けた経営陣のリーダーシップ発揮と、適切なインセンティブ付けを促す重要な戦略と位置づ
けます。
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≪株式報酬≫
　株式報酬は、業績連動報酬（60%）と業績非連動（株価連動）報酬（40%）で構成します。業績連動報酬
は、中長期の企業価値向上への貢献意欲を高めるべく、中期経営計画で掲げる重要指標その他取締役会が定め
る指標を用いて、業績目標の達成状況に応じて0%～200%の範囲で変動する仕組みとします。当初の指標は連
結経常利益、連結ROE、相対TSR（対TOPIX）、CO2排出量、従業員エンゲージメントとします。なお、今
後、当社を取り巻く外部環境の変化や中長期的な戦略の見直し等の事情が生じた場合には、ガバナンス・指
名・報酬委員会の審議を経た上で、取締役会の決議により、当該指標および評価ウェイトを変更することがあ
ります。業績連動報酬は中期経営計画終了後の一定の時期に、業績非連動報酬は退任時に支給します。

【改正前（2023年4月時点）】

報酬の種類

固定

6
‥

基本報酬
（60％）

4

変動

賞与
（20％）

株式報酬
（20％）

【改正後】

報酬の種類
概要等

概要 KPI：ウェイト 業績連動幅

固定

4
‥

基本報酬
（40％）

役位に応じて決定される
固定・月額報酬 ― ―

6

変動

賞与
（30％）

単年度業績と中長期
ビジョンの実現に向けた
マイルストーン達成へ
コミットする報酬

連結経常利益：50％
連結売上高総利益率：20％
個別評価：30％

0％～200％

株式報酬
（30％）

中長期の業績および
企業価値向上に対して
コミットする報酬

業績連動報酬：60％

0％～200％
連結経常利益：30％
連結ROE：20％
相対TSR（対TOPIX）：30％
CO2排出量：10％
従業員エンゲージメント：10％
業績非連動（株価連動）報酬：40％ ―

報酬MIXイメージ（代表取締役：標準時）

④ 報酬の決定方法
　取締役の報酬等は、あらかじめ株主総会で決議された報酬等の総額の範囲内で、取締役会の決議により決定して
おります。取締役会で報酬を決議する際には、取締役会の諮問機関として過半数が独立社外取締役で構成され、独
立社外取締役が委員長を務めるガバナンス・指名・報酬委員会にて内容を検討し、透明性および客観性を高め、公
正なプロセスで決定しております。

⑤ 報酬の没収等
（クローバック・マルス条項）
　在任期間中に、役員による会社に損害を及ぼす重大な不適切行為が確認された場合、ガバナンス・指名・報酬委
員会の審議、答申を踏まえて、取締役会での決議により業績連動報酬（賞与および株式報酬）の支給制限、または
受け取った報酬の返還を求めることができます。

⑥ 報酬ガバナンス
・報酬構成および報酬構成比率、水準ならびに業績連動報酬の業績指標および評価の方法は、ガバナンス・指名・

報酬委員会の審議、答申を踏まえて、取締役会で決定します。
・役員の個人別報酬額は、独立社外取締役を委員長とし、独立社外取締役が過半数を占めるガバナンス・指名・報

酬委員会の審議、答申を踏まえて、取締役会の決議により決定します。
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【第2号議案・第3号議案に共通するご参考事項】

監査等委員会意見

　監査等委員でない取締役の選任等および報酬等については、ガバナンス・指名・報酬委員会に監査等委員である社外取
締役3名全員が出席して意見を述べ、また、常勤の監査等委員が当社取締役会および取締役に係る基本的な枠組み・考え
方や候補者選定の方針のほか、報酬体系の考え方、具体的な報酬額の算定方法等を確認し、監査等委員会において報告、
協議しました。
　この結果、監査等委員会としては、監査等委員でない取締役の選任等および報酬等のいずれについても会社法の規定に
基づき株主総会で陳述すべき特段の事項はないとの結論に至りました。

以上
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（ご参考）

氏名 企業経営・
経営戦略

技術・
イノベーション・

DX
環境 グローバル 営業戦略・

マーケティング 財務・会計
法務・
リスク

マネジメント

人財開発・
ダイバー
シティ

取
締
役

）

監
査
等
委
員
を
除
く

。
（

小島　和人 ● ● ● ●

久保田浩司 ●

神谷　忠史 ● ● ●

森野　正敏 ● ● ●

内野　州馬 社外
　

● ● ●

髙木　　敦 社外
　

● ● ●

関　　葉子 社外
　

● ●

森本　英香 社外
　

● ● ●

取
締
役

）

監
査
等
委
員

（

中村　正人 ● ● ● ●

榊󠄁原　一夫 社外
　

●

日岡　裕之 社外
　

● ● ● ● ●

若松　弘之 社外
　

● ●

（ ご 参 考 ）
　なお、本総会第2号議案が原案どおり承認可決された場合の体制は下記のとおりです。

当社取締役の専門性（スキル）・経験
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（ご参考）

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

403,110
372,774

340,184

287,501

受注高
（単位：百万円）

受 注 高

（前期比 8.1％増）

4,031億円

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

363,366
338,831

302,746
275,181

売 上 高

（前期比 7.2％増）

売上高
（単位：百万円）

3,633億円

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

19,612

12,22711,535
10,116

親会社株主に帰属する当期純利益
（単位：百万円）

親会社株主に帰属する
当期純利益

（前期比 60.4％増）

196億円

財務ハイライト
　

https://www.tte-net.com/ir/highlight/index.html
［ 関連リンク ］詳細情報についてはこちらをご覧ください

　

（ ご 参 考 ）

業 績 ハ イ ラ イ ト
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ESGに関する取り組み

▶関連リンク 詳細についてはこちらをご覧ください
サステナビリティ：　 https://www.tte-net.com/sustainability/index.html
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事業の経過およびその成果、資金調達の状況、設備投資の状況、重要な組織再編等

受注高 4,031億 10百万円 （前年度比 8.1％）

売上高 3,633億 66百万円 （前年度比 7.2％）

繰越高 3,409億 55百万円 （前年度比 12.6％）

営業利益 241億 92百万円 （前年度比 57.8％）

経常利益 261億 50百万円 （前年度比 56.7％）

親会社株主に帰属する当期純利益 196億 12百万円 （前年度比 60.4％）

第144期事業報告（2023年4月1日から2024年3月31日まで）

Ⅰ. 当社グループの現況に関する事項

1．事業の経過およびその成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、海外経済の減速や金融資本市場の変動等による下振れが懸念されたものの、企
業収益や雇用・所得環境の改善の動き等、緩やかな回復基調のもとで推移しました。
　建設業界および当社関連の空調業界におきましては、製造業ならびに非製造業における堅調な設備投資のもと、建設需
要は底堅く継続しておりますが、働き方改革への対応や世界経済の先行きには引き続き注視を要するなど、事業運営には
慎重な取り組み姿勢が求められる状況で推移しました。
　このような事業環境において、当社グループは、中期経営計画に基づき、建設事業による収益基盤を盤石なものとし、
将来の成長に向けた投資を推進するための「ビジネスモデルのトランスフォーメーション」と、環境クリエイター®企業
に向けた人的資本への投資と体制の構築を図るための「企業と人財のトランスフォーメーション」を進めております。

　その結果、当連結会計年度における業績は、次のとおりとなりました。
　なお、本事業報告に記載の金額および株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

連結業績ハイライト
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事業の経過およびその成果、資金調達の状況、設備投資の状況、重要な組織再編等

⑴ 事業種類別の受注高・売上高・繰越高 （単位：百万円）

事業の種類 前年度繰越高 当年度受注高 当年度売上高 当年度繰越高

設備工事事業 300,713 395,063 355,493 338,664

設備機器の製造･販売事業 2,116 7,956 7,782 2,290

その他 ― 90 90 ―

合計
（うち国際（海外）)
（うち保守・メンテナンス）

302,830
（59,720)
（1,857)

403,110
（64,787)
（31,109)

363,366
（58,850)
（30,466)

340,955
（65,657)
（2,500)

設備工事事業

空調設備の技術を核とした
一般設備と産業設備の設計・施工、保守等

前年度 当年度

355,493
332,017

売上高（単位：百万円）

前年度 当年度

23,745

14,950

営業利益（単位：百万円）

売上高は前連結会計年度を7.1％上回る3,554
億93百万円となり、営業利益は前連結会計年
度を58.8％上回る237億45百万円となりまし
た。

(注) 1．記載金額は、事業の種類間の内部取引を消去しております。
2．国際事業の売上高は、前連結会計年度を6.2％下回る588億50百万円となりました。保守・メンテナンス事業の売上高は、前連結会計年度を14.3％上回る304

億66百万円となりました。
3．2024年3月期末において連結の範囲から除外した会社の繰越高を当年度繰越高から控除しております。

⑵ 事業種類別の業績

　各事業の状況は、次のとおりとなりました。
　なお、記載金額は、事業の種類間の内部売上高等を含めております。
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事業の経過およびその成果、資金調達の状況、設備投資の状況、重要な組織再編等

設備機器の製造・販売事業

空調機器等の設計・
製造・販売

前年度 当年度

8,267
7,238

売上高（単位：百万円）

前年度 当年度

405

304

営業利益（単位：百万円）

売上高は前連結会計年度を14.2％上回る82億
67百万円となり、営業利益は前連結会計年度
を33.3％上回る4億5百万円となりました。

その他

保険代理店等

前年度 当年度

9091

売上高（単位：百万円）

前年度 当年度

5156

営業利益（単位：百万円）

売上高は前連結会計年度を1.0％下回る90百
万円となり、営業利益は前連結会計年度を
9.8％下回る51百万円となりました。

2．資金調達の状況
　当連結会計年度中は、社債または株式の発行等による資金調達は行っておりません。

3．設備投資の状況
　当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額（使用権資産を含まない）は34億94百万円であり、その主なも
のは当社（事業の種類「設備工事事業」）におけるBIM関連のソフトウェア開発および事務所等の改修であります。

4．重要な組織再編等
　該当事項はありません。
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財産および損益の状況

区　分 第141期
2020年度

第142期
2021年度

第143期
2022年度

第144期
2023年度

（当連結会計年度）
受注高 287,501 340,184 372,774 403,110
売上高 275,181 302,746 338,831 363,366
営業利益 12,300 14,383 15,326 24,192
経常利益 13,902 15,639 16,685 26,150
親会社株主に帰属する当期純利益 10,116 11,535 12,227 19,612
1株当たり当期純利益（円） 145.56 169.38 184.69 295.68
総資産 271,146 300,736 313,391 340,106
純資産 135,849 136,897 147,165 167,231
自己資本比率（％） 48.7 44.2 45.5 48.3
ROE（％） 8.0 8.7 8.9 12.8

5．財産および損益の状況
⑴ 当社グループの財産および損益の状況

（単位：百万円）

(注) 1．１株当たり当期純利益金額は、期中平均発行済株式数（自己株式控除後）により算出し、小数点第3位を四捨五入して表示しております。
2．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第142期の期首から適用しており、当連結会計年度に係る財産および損益の状

況については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
3．「役員報酬ＢＩＰ信託」および「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」を設定しており、当該信託が保有する当社株式を連結貸借対照表において自己株式として計

上しております。これに伴い、当該信託が保有する株式を、１株当たり当期純利益の算定上、「普通株式の期中平均株式数」の計算において控除する自己株式
に含めております。

403,110

2023
年度

2021
年度

2020
年度

287,501

2022
年度

340,184
372,774

受注高（単位：百万円）

363,366

2023
年度

2021
年度

2020
年度

275,181

2022
年度

302,746
338,831

売上高（単位：百万円）

19,612

2023
年度

2021
年度

2020
年度

10,116

2022
年度

11,535 12,227

親会社株主に帰属する当期純利益（単位：百万円）
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財産および損益の状況

区　分 第141期
2020年度

第142期
2021年度

第143期
2022年度

第144期
2023年度

（当事業年度）
受注高 222,444 241,917 264,147 301,173
売上高 211,731 220,622 244,149 268,657
営業利益 10,870 12,794 12,132 20,898
経常利益 13,008 15,085 13,962 22,988
当期純利益 9,964 11,731 10,850 17,933
1株当たり当期純利益（円） 142.82 171.58 163.23 269.29
総資産 234,466 247,772 263,141 288,135
純資産 119,068 119,599 127,324 146,217

⑵ 当社の財産および損益の状況
（単位：百万円）

(注) 1．1株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数（自己株式控除後）により算出し、小数点第3位を四捨五入して表示しております。
2．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第142期の期首から適用しており、当事業年度に係る財産および損益の状況に

ついては、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
3．「役員報酬ＢＩＰ信託」および「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」を設定しており、当該信託が保有する当社株式を貸借対照表において自己株式として計上し

ております。これに伴い、当該信託が保有する株式を、１株当たり当期純利益の算定上、「普通株式の期中平均株式数」の計算において控除する自己株式に含
めております。

301,173

2023
年度

2021
年度

2020
年度

222,444

2022
年度

241,917
264,147

受注高（単位：百万円）

268,657

2023
年度

2021
年度

2020
年度

211,731

2022
年度

220,622
244,149

売上高（単位：百万円）

17,933

2023
年度

2021
年度

2020
年度

9,964

2022
年度

11,731 10,850

当期純利益（単位：百万円）
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対処すべき課題

6．対処すべき課題
　今般、当社を取り巻く事業環境は劇的に変化しています。足許では、国際情勢を受けての資機材不足や為替影響、人手
不足による建築工程の遅延や労務費高騰などが懸念されております。また、日本政府が発表した「2050年カーボンニュ
ートラル宣言」によって、より一層、脱炭素社会の実現に向けて、各企業はカーボンニュートラルやESGへの取り組みを
加速させており、長期的な視点では、“2040年”が人口問題や気候変動問題による社会構造の大きな転換点であると予測
しています。
　このような事業環境の変化に向けて、当社は2023年5月に、当社グループの価値創造に向けた経営方針となる「高砂
熱学グループ長期ビジョン2040 Create our PLANET, Create our FUTURE」と、その長期ビジョン実現に向けた第１
フェーズ(2023-2026)となる「中期経営計画2026  Step for the FUTURE ー未来への船出の４年間ー」を策定・公表
しました。
　長期ビジョンの第１フェーズ(2023-2026)となる「中期経営計画2026  Step for the FUTURE ー未来への船出の４
年間ー」では、「建設事業を中心とした収益力強化」、「長期的な付加価値に繋がる事業の構築」および「価値創造の源
泉となる人的資本への投資」の３つを成長戦略として掲げ、コア事業（建設事業）による収益基盤を盤石なものとし、得
られる資金を事業領域拡大に向けた成長投資に振り向けていき、当社グループの持続的な成長と付加価値の創出を目指し
ていきます。
・2023年度の活動成果および今後の計画

⑴ 建設事業の収益力強化
① 全社最適視点による受注戦略と組織一体となった施工管理能力の強化により、建設事業の売上総利益率は

2022年度実績13.7％から、2023年度実績16.5％（+2.8ポイント）に向上し、収益力強化に寄与しました。
その結果、2023年度の連結経常利益は目標を大幅に上回り、2026年度の連結経常利益の目標値（中期経営計
画のKGI：200億円）を見直しすることといたしました。（36頁の「中期経営計画（2023年～2026年）の数
値目標（2024年5月修正版）」ご参照）

② 生産性向上を目指した成長投資として、施工プロセスの変革を実現する「T-Base®プロジェクト」の機能拡充
に加え、BIMを活用した業務プロセスを変革するSaaSプラットフォーム「PLANETS（開発コードネーム）」
を開発・運用開始いたしました。引き続き、生産性向上を目指して邁進していきます。

⑵ 長期的な付加価値に繋がる事業の構築
カーボンニュートラル市場参入への橋頭堡となる（仮称）高砂熱学製大型水電解装置（100N㎥/h機）の開発
が完了いたしました。カーボンニュートラル事業に資する技術の社会実装に向けたフィールド試験と事業展開
を進めております。

⑶ 価値創造の源泉となる人財への人的投資
価値創造の源泉である人財の確保に向けて、中期経営計画（2023年～2026年）4年間で合計220~250名の
社員数増加（単体）を目指し、新卒、中途の採用基準の改正、リテンションおよび新卒採用活動を強化した結
果、2023年度は118名の増加（2023年度期初から2024年期初の社員数）という結果となりました。引き続
き、プロフェッショナル人財への教育・育成を通じて、当社グループが見据える4つの事業ドメイン構築に向
けた人財配置をしていきます。
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対処すべき課題

【高砂熱学グループの長期ビジョン2040】
高砂熱学グループ長期ビジョン2040で目指す姿と４つの事業ドメイン

長期ビジョン2040実現に向けた３つのフェーズ （2024年5月修正版）
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対処すべき課題

【高砂熱学グループの中期経営計画2026】
中期経営計画2026 Step for the FUTURE －未来への船出の4年間－の基本方針

中期経営計画（2023年～2026年）の数値目標 （2024年5月修正版）
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対処すべき課題

【財務戦略とキャピタルアロケーション】
　本中期経営計画（2023年～2026年）の期間におきましては、資本効率と財務健全性のバランスを重視し、持続的成
長を支える財務基盤を構築するとともに、創出したキャッシュを企業価値向上に向けた成長投資と株主還元へ適切に配分
します。今般、中期経営計画の目標経営指標の一部見直しに伴い、キャピタルアロケーションの各数値も以下の通り見直
しいたしました。

（括弧内は2023年5月公表時点の数値）

【株主還元に関する基本方針】
　財務の健全性や成長に向けた投資とのバランスを勘案した上で、配当による株主還元を基本としています。配当性向
40%を目途に持続的な利益成長に応じて配当を増やしていく累進配当とし、自己株式の取得は、中長期的に株主価値を高
める観点から、「健全性」と「資本効率」を踏まえつつ、市場環境や資本水準、事業投資機会等を総合的に勘案し、機動
的に実施することとしております。

7．その他当社グループの現況に関する重要な事項
　当社は、2023年6月23日開催の第143回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会設置会社に移行しており
ます。
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主要な事業所、従業員の状況

会社名 主 要 な 事 業 所

当 社

本 社 ・ 東 京 本 店 ・ エ ン ジ ニ ア リ ン グ 事 業 部（東京都）
横 浜 支 店（神奈川県） 大 阪 支 店（大阪府）
関信越支店（埼玉県） 名古屋支店（愛知県）
東 北 支 店（宮城県） 九 州 支 店（福岡県）
札 幌 支 店（北海道） 中四国支店（広島県）

8．主要な事業所（2024年3月31日現在）

子会社については、39頁の「10．重要な子会社の状況」に記載のとおりであります。

事業の種類 従業員数（名） 前連結会計年度末比増減
■ 設備工事事業 5,341 282名減
■ 設備機器の製造･販売事業 260 1名増
■ その他 5 2名増

合　　計 5,606 279名減

従業員数（名） 前事業年度末比増減 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年）

2,230 64名増 42.2 15.5

9．従業員の状況（2024年3月31日現在）
⑴ 当社グループの従業員の状況

⑵ 当社の従業員の状況
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重要な子会社の状況、主要な借入先および借入額

会社名 資本金 当社の
出資比率（％）

主要な事業内容

TMES㈱ 419百万円 100.0 設備の保守メンテナンス、設備総合管理

高砂建築工程（中国）有限公司 50,367千人民元 100.0 建築および建築設備工事の請負

タカサゴシンガポールPte. Ltd. 5,578千シンガポールドル 100.0
クリーンルーム･ユーティリティ･
空調・電気・衛生・消火設備工事の
コンストラクションマネジメント・設計・施工

高砂熱学工業（香港）有限公司 81,000千香港ドル 100.0 空調・衛生・電気設備工事の設計・施工

タカサゴベトナムCo., Ltd. 138,078百万ベトナムドン 100.0 空調・換気・給排水・衛生・電気設備工事の
設計・施工および機器・材料の仲介

タイタカサゴCo., Ltd. 50,000千タイバーツ 49.0 空調・衛生・電気設備工事・クリーンルーム
および建築工事の設計・施工

T.T.E.エンジニアリング
（マレーシア）Sdn. Bhd. 1,100千マレーシアリンギット 30.0 空調・衛生・電気設備工事および建築工事の

設計・施工

タカサゴエンジニアリング
メキシコ,S.A.de C.V. 125百万メキシコペソ 99.9 空調・衛生・電気設備工事および建築工事の

設計・施工

インテグレーテッド・
クリーンルーム・
テクノロジーズPvt. Ltd.

52百万インドルピー 96.5
クリーンルーム向け関連機器・内装材の製造・
販売・取付および空調・衛生・電気設備工事の
設計・施工

日本ピーマック㈱ 390百万円 100.0 空調機器等の設計･製造・販売

ヒューコス㈱ 50百万円 100.0 保険代理店等

10．重要な子会社の状況（2024年3月31日現在）

(注) 1．連結子会社は、上記にTTEマレーシアホールディングスSdn. Bhd.およびタイタカサゴホールディングスCo.,Ltd.を加えた13社であります。
2．タイタカサゴCo., Ltd.、T.T.E.エンジニアリング（マレーシア）Sdn. Bhd.およびタイタカサゴホールディングスCo.,Ltd.は、当社の出資比率が100分の50以

下となっておりますが、実質的に支配しているため子会社としております。
なお、T.T.E.エンジニアリング（マレーシア）Sdn. Bhd.については、当社は、その株主（出資比率100分の70）であるTTEマレーシアホールディングスSdn. 
Bhd.の株主に対して貸付けを行っていること等から、T.T.E.エンジニアリング（マレーシア）Sdn. Bhd.を実質的に支配していると判断しております。

3．当連結会計年度において、㈱丸誠サービスおよび㈱清田工業の株式を売却したことにより、連結の範囲から除外しております。
4．当社の出資比率は、小数点第2位以下を切り捨てて表示しております。

借入先 借入額（百万円）

㈱三菱UFJ銀行 6,074
㈱みずほ銀行 3,536
㈱三井住友銀行 2,782

11．主要な借入先および借入額（2024年3月31日現在）

(注) 借入先には当該借入先の関係会社を含めております。
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1．発行可能株式総数 200,000,000株

2．発行済株式の総数 67,252,972株
（自己株式2,986,430株を除く）

3．株主数 10,486名
（前事業年度末比　　3,626名増）

36.46

26.26

18.79

13.05

1.19 4.25

■ 金融機関

■ 個人その他

■ 国内法人

■ 外国人

■ 証券会社

■ 自己株式

（ご参考）
株式の所有者別
分布状況（%）

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行（株）（信託口） 7,329 10.89

日本生命保険（相） 4,560 6.78

第一生命保険（株） 4,231 6.29

高砂熱学従業員持株会 3,295 4.90

高砂共栄会 2,894 4.30

（株）日本カストディ銀行（信託口） 2,317 3.44

（株）三菱ＵＦＪ銀行 1,439 2.14

（株）みずほ銀行 1,210 1.79

（株）京王閣 1,016 1.51

三和工業（株） 831 1.23

Ⅱ．株式に関する事項（2024年3月31日現在）

4．上位10名の株主

(注) 1．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
2．持株比率は、自己株式（2,986,430株）を控除して計算しております。
3．持株比率は、小数点第3位以下を切り捨てて表示しております。
4．自己株式には、「役員報酬BIP信託」が保有する当社株式（346,216株）は含まれておりません。
5．自己株式には、「株式給付信託（J-ESOP）」が保有する当社株式（273,100株）は含まれておりません。
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区分 株式数 交付対象者数
取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。） 85,336株 1名

執行役員、委任契約を締
結している理事 30,566株 4名

連結子会社取締役 10,702株 3名

5．その他株式に関する重要な事項
⑴ 役員報酬ＢＩＰ信託
　当社は、2018年6月26日開催の第138回定時株主総会、2021年6月22日開催の第141回定時株主総会および2023年
6月23日開催の第143回定時株主総会の決議に基づき、取締役（監査等委員である取締役を除く。社外取締役および国外
居住者を除く。）、委任契約を締結している執行役員（国外居住者を除く。）および委任契約を締結している理事（国外
居住者を除く。）、ならびに当社の一部の連結子会社3社の取締役（社外取締役および国外居住者を除く。）を対象に、
中長期的な業績向上と企業価値増大への貢献意識を高めることを目的とした、株式報酬制度（役員報酬ＢＩＰ信託）を導
入しております。
　当事業年度中に交付した株式報酬の内容は、以下のとおりです。

　2024年3月31日現在において、役員報酬ＢＩＰ信託の所有する当社株式は、346,216株であります。

⑵ 株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）
　当社は、2021年2月12日開催の取締役会の決議に基づき、管理職を対象に、帰属意識の醸成や株価上昇に対する動機
づけ等の観点から、インセンティブプランの一環として従業員向け報酬制度のESOP（Employee Stock Ownership 
Plan）を導入しております。
　本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の管理職に対し当社株式を給付する仕
組みです。
　当社は、管理職に対して株式給付規程に基づきポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得したときに当該付与
ポイントに相当する当社株式を給付します。管理職に対し給付する株式は、予め信託設定した金銭により将来分も含め取
得し、信託財産として分別管理するものとします。
　本制度の導入により、管理職の株価向上への関心が高まり、これまで以上に意欲的に業務に取り組むことに寄与するこ
とが期待されます。
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名称 株式給付信託（J-ESOP）
委託者 当社

受託者 みずほ信託銀行株式会社
（再信託受託者：株式会社日本カストディ銀行）

受益者 管理職のうち株式給付規程に定める受益者要件を満たす者
信託管理人 当社の従業員から選定
信託の種類 金銭信託以外の金銭の信託（他益信託）
本信託契約の締結日 2021年2月26日
金銭を信託する日 2021年2月26日

信託の期間 2021年2月26日から信託が終了するまで
（特定の終了期日は定めず、本制度が継続する限り信託は継続します。）

取得する株式の種類 当社普通株式
株式の取得資金として信託する金額 464,000,000円
取得株式数の上限 339,000株
株式の取得方法 取引所市場より取得
株式の取得期間 2021年2月26日から2021年3月3日

本信託の概要

本信託における当社株式の取得内容

　なお、2024年3月31日現在において、株式給付信託（J-ESOP）の所有する当社株式は、273,100株であります。

⑶ 政策保有株式に関する方針
①上場株式の政策保有に関する方針
　当社は持続的な企業価値向上に向けて、戦略上重要な協業および取引関係の維持発展が認められる場合を除き、原則
として政策保有株式を保有しません。
　既に保有する政策保有株式については、以下の観点より、その保有の適否について毎年取締役会で検証を行います。
・円滑かつ良好な取引関係の維持や事業上のシナジー等、中長期的に当社の企業価値の向上につながるものであるかど

うか
・当社の財務の健全性に悪影響を与えるものではないか
・関連取引利益、配当金等を含めた株式保有による収益が資本コストを上回るか
　取締役会での当該検証の結果、保有の意義が認められない銘柄は、原則として縮減を検討いたします。
②政策保有株式に係る議決権行使基準
　議決権行使については、議案毎に、発行企業の企業価値向上および株主としての当社の利益への貢献に資する内容で
あるか否か等を判断の上、適切に行使いたします。
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年度
区分

第139期
2018年度

第140期
2019年度

第141期
2020年度

第142期
2021年度

第143期
2022年度

第144期
2023年度

銘柄数 （銘柄） 112 110 105 102 92 89
株式数 （千株） 21,592 19,547 17,357 16,252 15,295 14,439
貸借対照表計上額の
合計額 （百万円） 33,686 26,130 29,879 26,929 27,031 34,164

③当社が純投資目的以外の目的で保有する株式の銘柄数、株式数および貸借対照表計上額の合計額

2021年度 2023年度2019年度2018年度 2020年度 2022年度

112 110 105 102
8992

16,252

21,592
19,547

17,357
15,295

14,439

33,686

26,130
29,879

26,929 27,031

34,164

銘柄数 株式数 貸借対照表計上額の合計額

Ⅲ．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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氏 名 地位および担当 重要な兼職の状況 （注）

小島　 和人 代表取締役社長 社長執行役員 ―

神谷　 忠史
取締役 常務執行役員
技術本部長 兼 関係会社担当 兼 事業戦
略統括部管掌

―

横手　 敏一
取締役CDXO 常務執行役員
リスク・コンプライアンス担当 兼
コーポレート部門管掌 兼
DX部門管掌

―

久保田 浩司 取締役 常務執行役員
営業本部長 ―

内野　 州馬 社外 独立
　

取締役
取締役会 議長

株式会社デジタルガレージ 社外取締役
（監査等委員） 1、2、3

髙木　 　敦 社外 独立
　

取締役
ガバナンス・指名・報酬委員会 委員長

株式会社インフラ・リサーチ＆アドバイザーズ 代表
取締役
前田建設工業株式会社 非業務執行取締役
インフロニア・ホールディングス株式会社 社外取締
役報酬委員長

1、2

関　　 葉子 社外 独立
　

取締役 大樹生命保険株式会社 社外監査役
イオンリート投資法人 監督役員 1、2

森本　 英香 社外 独立
　

取締役 株式会社INPEX 社外取締役 1、2

中村　 正人 取締役（監査等委員） ― 4、6、7

榊󠄁原　 一夫 社外 独立
　

取締役（監査等委員）
ｱﾝﾀﾞｰｿﾝ・毛利・友常法律事務所 外国法共同事業 顧問
学校法人東京歯科大学 監事
日本放送協会経営委員会 委員長職務代行者
三井住友信託銀行株式会社 取締役監査等委員

1、2、
4、5

日岡　 裕之 社外 独立
　

取締役（監査等委員） 日本空港ビルデング株式会社 顧問 1、2、4

若松　 弘之 社外 独立
　

取締役（監査等委員）

公認会計士若松弘之事務所 代表
株式会社ジェネリス 代表取締役
株式会社ウィザス 社外監査役
株式会社ＭＩＸＩ 社外監査役
株式会社レノバ 社外監査役

1、2、
4、7

Ⅳ．会社役員に関する事項

1．取締役の氏名等
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(注) 1．取締役の内野州馬氏、髙木敦氏、関葉子氏および森本英香氏、ならびに取締役（監査等委員）の榊󠄁原一夫氏、日岡裕之氏および若松弘之氏は、会社法第2条第
15号に定める社外取締役であります。

2．取締役の内野州馬氏、髙木敦氏、関葉子氏および森本英香氏、ならびに取締役（監査等委員）の榊󠄁原一夫氏、日岡裕之氏および若松弘之氏は、東京証券取引所
有価証券上場規程第436条の2に定める独立役員に指定され、同取引所に対する届出がなされております。

3．取締役の内野州馬氏は三菱商事株式会社の出身であり、当社は、同社との間に工事の受注および機器の仕入等、通常の営業取引関係を有しておりますが、当該
取引については、当社の売上高に占める割合は0.00％（小数点第3位以下を切り捨て）と小さいこと等に照らして、株主・投資者の判断に影響を及ぼすおそれ
はないと判断されることから、取引の概要の記載を省略しております。

4．当事業年度中の新任取締役
中村正人氏、榊󠄁原一夫氏、日岡裕之氏および若松弘之氏は、2023年6月23日開催の第143回定時株主総会において新たに取締役（監査等委員）に選任され、
同日就任いたしました。

5．当事業年度中の退任取締役および退任監査役
大内厚氏、松永和夫氏および藤原万喜夫氏は、2023年6月23日開催の第143回定時株主総会終結の時をもって、取締役を退任いたしました。
山本幸利氏、山分弘史氏、瀬山雅博氏、河原茂晴氏および榊󠄁原一夫氏は、2023年6月23日開催の第143回定時株主総会終結の時をもって、監査役を退任いた
しました。

６．取締役（監査等委員）の中村正人氏は、常勤の監査等委員であります。
常勤の監査等委員を選定している理由は、情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて、監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化す
るためであります。

７．取締役（監査等委員）の中村正人氏および若松弘之氏は、以下のとおり、財務および会計に関する豊富な経験と知見を有しております。
・中村正人氏は、金融機関における長年の勤務経験を有しております。
・若松弘之氏は、公認会計士の資格を有しております。
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区 分 支給人数
報酬等の

総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額

基本報酬
（百万円）

業 績 連 動
報 酬 等 （ 賞 与 ）

（百万円）

非金銭報酬等
（株式報酬）
（百万円）

取締役
（監査等委員を除く）
（社外取締役を除く）

5 341 153 127 60

社外取締役
（監査等委員を除く） 6 59 59 ｰ ｰ

取締役
（監査等委員）

（社外取締役を除く）
1 20 20 ｰ ｰ

社外取締役
（監査等委員） 3 35 35 ｰ ｰ

監査役
（社外監査役を除く） 2 13 13 ｰ ｰ

社外監査役 3 9 9 ｰ ｰ

合 計 20 479 292 127 60

2．役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保
険契約の被保険者の範囲は当社の取締役、執行役員であり、被保険者は保険料を負担しておりません。被保険者がその地
位に基づき行った行為に起因して、保険期間中に被保険者に対して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る
損害を、当該保険契約にて填補することとしており、１年毎に契約更新しています。
　ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者が法令違反の行為であることを
認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には填補の対象とならないなど、一定の免責事由があります。当該保険
契約は、2024年10月の更新時においても同内容での更新を予定しております。

3．当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額
取締役および監査役の報酬等の額

(注) 1．上表には、2023年6月23日開催の第143回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役3名（うち社外取締役2名）および監査役4名（うち社外監査役2
名）を含んでおります。上記の株式報酬の額は、役員報酬BIP信託制度のもとで当事業年度において株式給付引当金繰入額として計上した額であります。役員
報酬BIP信託制度の具体的内容は、48頁に記載のとおりです。

2．当該事業年度に係る金銭報酬等（賞与）の個人別支給額は、各取締役（監査等委員である取締役を除く。）の業績や職務、貢献度等を総合的に勘案し決定して
おります。
当該事業年度の業績指標については、単年度業績目標達成への士気向上を目的として、前事業年度の業績（株主との業績共有の観点から親会社株主に帰属する
当期純利益、収益性の観点から連結売上高当期純利益率およびグループの持続的成長の観点から連結売上高）および役員個人の定性評価（個人別目標達成度
合、後継者育成、企業価値向上、SDGsへの取組、取締役会活性化およびコンプライアンス）に応じて、役位別の基準額に対して50％～150％の範囲で変動す
る仕組みとしています。
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指標 実績（対公表値達成率）
親会社株主に帰属する当期純利益 19,612百万円（154％）
連結売上高当期純利益率 5.4％（153％）
連結売上高 363,366百万円（101％）

なお、当該事業年度の指標に係る実績は以下のとおりです。

3．金銭報酬
①監査等委員会設置会社移行前

取締役：第130回定時株主総会（2010年6月29日）決議による取締役（当該株主総会終結時点12名）の報酬限度額550百万円（1事業年度）
監査役：第138回定時株主総会（2018年6月26日）決議による監査役（当該株主総会終結時点5名）の報酬限度額120百万円（1事業年度）

②監査等委員会設置会社移行後
取締役（監査等委員である取締役を除く。）：第143回定時株主総会（2023年6月23日）決議による取締役（監査等委員である取締役を除く。）（当該株主総
会終結時点8名（うち社外取締役は4名））の報酬限度額550百万円（うち社外取締役分は100百万円以内）（1事業年度）
監査等委員である取締役：第143回定時株主総会（2023年6月23日）決議による監査等委員である取締役（当該株主総会終結時点4名）の報酬限度額120
百万円（1事業年度）

4．非金銭報酬等（株式報酬について）
上記の株式報酬の額は、役員報酬BIP信託制度のもとで当事業年度において株式給付引当金繰入額として計上した額であります。役員報酬BIP信託制度の具
体的内容は、48頁に記載のとおりです。

①監査等委員会設置会社移行前
役員報酬BIP信託は、第130回定時株主総会による取締役（社外取締役を除く。）の報酬限度額550百万円とは別枠であります。役員報酬BIP信託の上限は、
第141回定時株主総会（2021年6月22日）決議において、3事業年度ごとに769百万円を上限とする旨の承認を得ております。当該株主総会終結時の取締
役（社外取締役を除く。）の員数は5名です。

②監査等委員会設置会社移行後
役員報酬BIP信託は、第143回定時株主総会による取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額550百万円とは別枠であります。役員報酬BIP信
託の上限は、第143回定時株主総会（2023年6月23日）決議において、3事業年度ごとに769百万円を上限とする旨の承認を得ております。当該株主総会
終結時の取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く。）の員数は4名です。

5．当社は2023年6月より監査役設置会社から監査等委員会設置会社へ移行しております。
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　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬構成は、基本報酬、短期
（年次）インセンティブとしての賞与、および中長期インセンティブとしての
株式報酬制度（役員報酬BIP信託）とし、当該方針を考慮した構成割合を設定し
ております。なお、役位が上がるにつれて固定報酬の割合を減らし、変動報酬
（賞与および株式報酬制度（役員報酬BIP信託））の割合を増やす方針としてお
り、代表取締役の標準支給時ベースにおける固定報酬（基本報酬）と変動報酬
（賞与および株式報酬制度（役員報酬BIP信託））の割合は、概ね1：1となり
ます。
　なお、独立社外取締役については、基本報酬のみとし、賞与および株式報酬
制度（役員報酬BIP信託）はございません。

固定報酬
（基本報酬）

役位が上がるにつれて
●固定報酬の割合減少
●賞与および信託型株式報酬制度の割合増加

変動報酬
（賞与・株式報酬）

取締役の報酬構成（イメージ）

約50％ 約50％

代表取締役の報酬構成（標準時）

4．各会社役員の個人別の報酬等の額またはその算定方法に係る決定方針に関する事項
⑴ 当該方針の決定の方法
　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等については、当社の事業を中長期的に成長させ、
当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上していくことを目的として、コーポレートガバナンス
を巡る動向や外部専門機関による調査データ、他社の報酬水準等を考慮の上、健全なインセンティブ（動機付け）の一つ
として機能する報酬制度とする方針を取締役会の決議により決定しております。
　また、監査等委員である取締役の個人別の報酬等については、株主総会の決議により決定した監査等委員である取締役
の報酬等の総額の最高限度額の範囲内で、監査等委員である取締役の協議により決定しております。

⑵ 当該方針の内容の概要
　当社の役員の個人別の報酬の内容に係る決定方針の内容の概要は、次のとおりです。
　取締役の報酬については、株主総会の決議により取締役（監査等委員である取締役を除く。）および監査等委員である
取締役のそれぞれにつき報酬等の総額の最高限度額を決定しております。
　当社は、役員報酬に関する独立性・客観性・透明性を高めるために、任意の諮問機関として、ガバナンス・指名・報酬
委員会を設置しており、当該委員会における審議を経て、取締役会の決議により取締役（監査等委員である取締役を除
く。）の報酬等を決定いたします。なお、当委員会の過半数は独立社外取締役で構成することとしており、当事業年度に
おいては、ガバナンス・指名・報酬委員会は5名の委員により構成されそのうち4名が社外取締役となっております。
（当年度のガバナンス・指名・報酬委員会の構成：代表取締役社長および社外取締役4名）

　基本報酬は、役位に応じて決定される固定報酬としており、毎月支給します。
　賞与は、2019年4月1日より、単年度業績目標達成等への士気向上を目的として、前年度の業績（株主との業績共有の
観点から親会社株主に帰属する当期純利益、収益性の観点から連結売上高当期純利益率およびグループの持続的成長の観
点から連結売上高）および役員個人の定性評価（個人別目標達成度合、後継者育成、企業価値向上、ＳＤＧｓへの取組、
取締役会活性化およびコンプライアンス）に応じて、役位別の基準額に対して50％～150％の範囲で変動する仕組みと
し、毎年一定の時期に支給します。
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　また、株式報酬制度（役員報酬BIP信託）は、中長期的な業績向上と企業価値向上への貢献意欲等を一層高めることを
目的としており、毎年6月に役位に応じて予め定められた基準ポイントに、同年3月末日で終了する事業年度における業
績指標の目標値に対する達成度に応じて変動する業績連動係数を乗じたポイントが付与され、退任時に累計ポイント相当
の当社株式が交付されます。業績連動係数は、各事業年度における財務指標（連結売上高、連結経常利益、連結ＲОＥ
等）や非財務指標（CO2排出量等）の目標達成度等に応じて、0～150％の範囲内で変動する設計となります。

付与
ポイント数 

役位別の
株式報酬
基準額

財務指標の
業績連動
係数（※2）

当社株式の
平均取得
株価（※1）

非財務指標の
業績連動
係数（※3）

÷＝ × ×

※1 信託による当社株式の平均取得単価。信託期間を延長した場合には、延長後に信託が取得した当社株式の平均取得単価となります。
※2 財務指標の業績連動係数＝連結売上高係数×30％＋連結経常利益係数×60％＋連結ROE係数×10％
※3 非財務指標はCO2排出量を採用します。

　執行役員の報酬につきましても、取締役（監査等委員である取締役を除く。）と同様に、基本報酬、短期（年次）イン
センティブとしての賞与、および中長期インセンティブとしての株式報酬制度（役員報酬BIP信託）により構成され、ガ
バナンス・指名・報酬委員会における審議を経て、取締役会の決議により決定いたします。
　なお、各取締役（独立社外取締役を除く。）および執行役員は、役員持株会を通じて、任意拠出により、当社株式の取
得に努めております。
　監査等委員である取締役に対する報酬等については、基本報酬のみとし、各監査等委員の基本報酬の額は、各監査等委
員の職務の内容・量・難易度や責任の程度等を総合的に勘案し、監査等委員である取締役の協議により決定いたします。
その職務等に鑑み、監査等委員に対する賞与および株式関連報酬はございません。

⑶ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締
役会が判断した理由
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容は、取締役会の決議により決定しておりますが、
その決定にあたっては、5名の委員により構成され、そのうち4名が独立社外取締役であるガバナンス・指名・報酬委員
会にて役員報酬に関する妥当性や制度設計等の審議を行い、原案について当該方針との整合性を含めた多角的な検討を行
った上で取締役会への答申を行い、取締役会において当該答申を尊重して決定したものであるため、当事業年度に係る取
締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容は当該方針に沿うものであると判断しております。
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区 分 氏 名 取締役会等への出席状況 主な活動状況

取締役 内野 　州馬 取締役会：100％（12回/12回）

三菱商事株式会社の代表取締役およびCFOにおける豊富な経験と識見
を活かして業務執行から独立した客観的な立場から、当社の経営上、
有用な指摘、意見を述べております。また、取締役会議長として実効
性の高い取締役会の運営に寄与しております。さらに、子会社を含む
役員の指名および報酬に関する任意の諮問機関であるガバナンス・指
名・報酬委員会委員を務め、取締役等の指名、報酬について審議し取
締役会に答申するにあたり重要な役割を果たしております。

取締役 髙木 　　敦 取締役会：100％（12回/12回）

証券会社アナリスト（建設セクション）としての金融・財務に関する
高い知見と豊富な経験と識見を活かして業務執行から独立した客観的
な立場から、当社の経営上、有用な指摘、意見を述べております。ま
た、子会社を含む役員の指名および報酬に関する任意の諮問機関であ
るガバナンス・指名・報酬委員会の委員長を務め、取締役等の指名、
報酬について審議し取締役会に答申するにあたり重要な役割を果たし
ております。

取締役 関　 　葉子 取締役会：100％（12回/12回）

主に弁護士および会計士としての豊富な経験と識見を活かして業務執
行から独立した客観的かつ専門的見地から、当社の経営上、有用な指
摘、意見を述べております。また、子会社を含む役員の指名および報
酬に関する任意の諮問機関であるガバナンス・指名・報酬委員会委員
を務め、取締役等の指名、報酬について審議し取締役会に答申するに
あたり重要な役割を果たしております。

取締役 森本 　英香 取締役会：100％（12回/12回）

主に行政分野や環境分野における豊富な経験と識見を活かして業務執
行から独立した客観的な立場から、当社の経営上、有用な指摘、意見
を述べております。また、子会社を含む役員の指名および報酬に関す
る任意の諮問機関であるガバナンス・指名・報酬委員会委員を務め、
取締役等の指名、報酬について審議し取締役会に答申するにあたり重
要な役割を果たしております。

5．社外役員に関する事項
⑴ 重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係
　44頁の「Ⅳ．会社役員に関する事項 1．取締役の氏名等」に記載のとおりであります。なお、当社と各兼職先との間
に特別の関係はありません。

⑵ 当事業年度における主な活動状況等
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区 分 氏 名 取締役会等への出席状況 主な活動状況

取締役
（監査等
委員）

榊󠄁原 　一夫
取締役会：100％（12回/12回）
監査役会：100％（3回/3回）
監査等委員会：100％（10回/10
回）

主に弁護士としての専門的見地から、当社の経営上、有用な指摘、意
見を述べております。

取締役
（監査等
委員）

日岡 　裕之
取締役会：100％（10回/10回）
監査等委員会：100％（10回/10
回）

航空会社のコンプライアンス推進・企業リスク対応や総務統括の業務
経験および上場会社の代表取締役としての豊富な経験と識見を活かし
て独立した立場から、当社の経営上、有用な指摘、意見を述べており
ます。

取締役
（監査等
委員）

若松 　弘之
取締役会：100％（10回/10回）
監査等委員会：100％（10回/10
回）

主に会計士としての専門的見地から、当社の経営上、有用な指摘、意
見を述べております。

(注)　日岡裕之氏および若松弘之氏は、2023年6月23日開催の第143回定時株主総会において新たに監査等委員である取締役に選任され、同日就任いたしましたた
め、就任後の取締役会および監査等委員会の出席状況を記載しております。

⑶ 責任限定契約に関する事項
　当社は、各社外取締役との間で責任限定契約を締結しており、その内容の概要は次のとおりであります。
　社外取締役は、本契約締結後、会社法第423条第1項の責任について、その職務を行うことにつき善意でかつ重大な過
失がなかったときは、会社法第425条第1項各号に定める金額の合計額を限度として損害賠償責任を負担するものとす
る。
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区 分 報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 92百万円
当社および子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 92百万円

Ⅴ．会計監査人に関する事項

1．会計監査人の名称
有限責任 あずさ監査法人

2．責任限定契約に関する事項
　当社は、2006年6月29日開催の第126回定時株主総会で定款を変更し、会計監査人との責任限定契約に関する規定を
設けておりますが、現時点では会計監査人と責任限定契約を締結しておりません。

3．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額および監査等委員会が同意した理由

(注) 1．当社は、会社法上の会計監査人の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を明確に区分しておらず、かつ、実質的にも区分でき
ないため、上記の報酬等の額はこれらの合計額を記載しております。

2．上記報酬等について、監査等委員会は、会計監査人から提出を受けた監査計画の内容および報酬見積もりの算出根拠、従前の事業年度における当該会計監査人
の職務執行状況、取締役その他社内関係部署の意見に鑑み、相当と判断し、同意しております。

4．非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して法務に係るコンサルタント業務を委託し対価を支払っております。

5．重要な連結子会社の計算関係書類の監査に関する事項
　当社の重要な連結子会社のうち、高砂建築工程（中国）有限公司、タカサゴシンガポールPte. Ltd.、高砂熱学工業（香
港）有限公司、タカサゴベトナムCo., Ltd.、タイタカサゴCo., Ltd.、T.T.E.エンジニアリング（マレーシア）Sdn. 
Bhd.、タカサゴエンジニアリングメキシコ,S.A.de C.V.およびインテグレーテッド・クリーンルーム・テクノロジーズ
Pvt. Ltd.は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

6．会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必要があると判断した場合は、会社法第399条
の2の規定に基づき株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定します。
　また、監査等委員会は、会社法第340条第1項各号記載の事由のいずれかに該当するなど、その職務遂行に関する公正
性を確保することができないものと合理的に疑うべき事情が存する時には、必要に応じて、監査等委員全員の同意に基づ
き、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員である取締役は、解任後最初に招集さ
れる株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。
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Ⅵ．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要および当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制等の整備に関する基本方針
　当社は、会社法および会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について、2015年4月17日開催
の取締役会において決議し、その後、2017年3月24日開催の取締役会において、同年4月以降、企業倫理委員会とリス
ク管理委員会を統合し、リスク・コンプライアンス委員会に改組することを決議しております。
　なお、当社は2023年6月23日付で監査等委員会設置会社へ移行しておりますが、それに伴い、2023年6月23日付の
取締役会において、「内部統制システムの基本方針」を改定しており、改定後の当社における「業務の適正を確保するた
めの体制」についての概要は、以下のとおりであります。また、当連結会計年度における当該基本方針及び体制の運用状
況に関しても、以下に合わせて記載いたします。

1．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
①　コンプライアンス担当役員を任命するとともに、推進部署であるコンプライアンス室を設置し、相談・通報窓口な

ど内部通報制度の適切な運営を図るとともに、重要な推進テーマに対してはコンプライアンス・プログラムを設定
し、これらを内部統制委員会の傘下にあるコンプライアンス委員会にてPDCA管理するなど、コンプライアンスの実
践・向上に資する体制確保に努めます。

【当連結会計年度における運用状況】
　コンプライアンス・プログラムの推進等により体制の強化・徹底を図りました。また、各所管部門が、独占禁止法
関係の社内ガイドラインの整備やハラスメント防止、相談・通報窓口とその適切な運営、テーマ別研修を複数回実施
するなど、各種コンプライアンス施策を実施しました。これらの活動の妥当性およびコンプライアンスの整備・運用
状況を年５回開催したコンプライアンス委員会で定期的にモニタリングし、確認しました。

②　当社グループの役職員の基本的な行動基準を示したグループ行動指針を制定し、かかる役職員全員に社内ネットワ
ークを活用し配付を行い、また、取締役および使用人の各層、各業務に応じ、コンプライアンスに関する研修等を継
続的に実施するなどして、コンプライアンスの徹底を図ります。

【当連結会計年度における運用状況】
　当社HPでのグループ行動指針の掲示等、各人・各職場での周知と活用の環境を一層整備するほか、各種研修にお
いても、当指針に関連付けた指導を行うなど、その浸透・定着に努めました。特に独占禁止法違反の再発防止に関し
ましては、全役職員を対象に、再発防止策の徹底および風化・形骸化防止を図りました。このほか、内部通報制度に
ついて、研修や通達による全役職員に対する周知、社内での呼称変更や社外窓口の変更による利用促進を図るほか、
日常業務におけるＰＤＣＡ活動によるコンプライアンスの徹底に取り組みました。
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③　当社外での多様な分野における豊富な経験や識見を有する社外取締役を選任し、業務執行に対する多様な視点から
の指導・監督を強化致します。

【当連結会計年度における運用状況】
　12回開催した取締役会においては、取締役の職務執行の適法性および適正性等を確保するために、当社から独立
した社外取締役が出席し、独立した立場で各々が有する高い識見に基づく専門的な視点から当社の経営に有用な指
摘、意見を述べるなど、引き続き、経営の監督とチェック機能の強化に努めました。また、社外取締役が実効性ある
指導・監督を果たすために、取締役会の議題背景の事前説明や各店への視察、社員との対話機会の設定など、当社事
業の理解促進に資する取り組みを実施しました。

2．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役会をはじめとする重要な会議の記録、決裁文書その他の取締役の職務の執行に係る情報について、文書管理
に関する社則に従い、文書または電磁的媒体に記録し、保存および管理を行います。また、情報セキュリティ基本方
針および情報管理規則を定め、これを周知して、情報漏洩防止の徹底に努めます。

【当連結会計年度における運用状況】
　取締役会をはじめとする重要な会議の記録、決裁文書その他の取締役の職務の執行に係る情報について、文書また
は電磁的媒体に記録し、保存および管理を行いました。情報セキュリティ委員会を定例的に開催し（年5回開催）、
サイバー攻撃などのインシデントのモニタリングを行いつつ情報漏洩防止対策を講じました。また、メール訓練等を
実施し情報管理の強化を図りました。

3．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　リスク担当役員を任命するとともに、リスク管理規程を定め、全社的なリスクマネジメントを推進するため、内部

統制委員会の傘下に、管理・営業・技術部門を含む部門横断的なリスク管理委員会を設置し、主要関係会社を含めた
リスクの洗出し・評価と重要なリスクへの対策を行うことを通じて、未然防止およびリスク縮減活動を推進します。

【当連結会計年度における運用状況】
　リスクの発生可能性と影響の大きさに応じリスク事象の洗い替えを行った上で、リスク対応上の優先度の高い重点
管理リスクを選定し、当該リスクの縮減策のＰＤＣＡ管理等を行いました。なお、リスクの洗い替えは、既存のリス
クの見直し（廃止や統合を含む）に止まらず、政治・経済・社会環境等を踏まえ、新たなリスクの洗い出しを実施し
ています。こうした活動により、それらのリスクの顕在化の未然防止を図るとともに、顕在化した際には原因分析と
再発防止を図る体制を整備しました。また、リスク管理委員会を５回開催し、活動の妥当性を評価しました。
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②　危機管理規程を定め、重大なリスクが顕在化した場合には、迅速かつ適切な対応を行う全社的な危機管理会議を招
集・開催するなど、不測の事態に的確に対応できる体制を整備します。

【当連結会計年度における運用状況】
　危機管理規程を定め、不測の事態においても的確に対応できる体制を整備・運営しました。

③　大規模災害等に対応した事業継続計画を定め、定期的な訓練を通じて計画を見直し実効性を高めるなど、緊急事態
の発生に対する事業継続力の向上を図ります。

【当連結会計年度における運用状況】
　実効的な訓練の実施を通じて定期的な事業継続計画(BCP)の見直しを行い、震災等への対応力の強化を図りまし
た。当期は南海トラフ地震を想定したBCP訓練を行い、現在の事業継続計画の検証と得られた知見に基づき所要の改
訂を行いました。

④　品質・安全・環境・コンプライアンス・情報・損益等の機能別リスクについては、上記のリスク洗出し・評価にお
いて、対応する部門を定め、適切なリスク管理体制を整備します。

【当連結会計年度における運用状況】
　機能別リスクについては、対応する部門を定めるとともに、定期的に経営への影響度や発生の可能性を評価し、適
宜、予防方法および対処方法を図るなど、適切なリスク管理に努めました。

4．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　取締役会の傘下に社長を議長とする経営会議を設置し、執行役員制度を導入することにより経営の意思決定・監督

機能と業務執行機能を明確にし、迅速かつ効率的な経営を推進します。

【当連結会計年度における運用状況】
　決裁規程により一定事項を経営会議に委任することで、取締役の職務執行の効率性を確保することにより、迅速か
つ効率的な経営を推進しました。また、12回開催した取締役会については、事前の議題説明や案件のサマリーの共
有などによる効率的な運営に努めつつ、中長期的な経営戦略の方向性やガバナンス強化など、極力、経営の監督に関
する議論に注力するよう運営しました。

②　意思決定の迅速化や業務執行などの経営の効率化を図るため、職務権限規則、業務分掌規程、決裁規程などの規程
を整備し、適宜見直しを行います。

【当連結会計年度における運用状況】
　職務権限規則、業務分掌規程、決裁規程などの規則・規程等については、必要に応じ改正し、速やかな事業戦略の
展開を図るべく体制を整備しました。
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5．当社およびその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　子会社における経営に関しては、その自主性を尊重しつつ、当社内に経営管理の所管部を置き、重要事項について

の協議および報告ルールを関係会社管理規程に定めるなど経営管理体制を整備しています。すなわち、子会社におけ
る一定の重要な事項については、当社と事前協議を行い当社の承認を得ることとしております。また、子会社の営業
成績、財務状況その他の重要な情報について、当社へ報告を求めております。さらに、定期的に、当社経営陣および
子会社社長が出席する会議を開催し、業務の適正を確保します。なお、リスクが顕在化した場合には、子会社に対
し、当社窓口部門への速やかな報告を求めております。

【当連結会計年度における運用状況】
　グループ会社の重要事項については、関係会社管理規程に基づき当社に報告されるとともに、当社取締役会規則ま
たは経営会議規則、その他関連規程に基づいて承認されました。年に3回、国内グループ経営会議および海外グルー
プ会社社長会議を開催し、定期的に経営状況や経営課題を確認するほか、グループ経営における業務の適正性も確認
しました。なお、子会社における重要なリスクの発生ならびにその後の対応状況は、適時適切に当社へ報告されまし
た。

②　当社と基本的な考え方を共有するため、基本的な行動基準を定めたグループ行動指針を定めるほか、子会社各社の
社内規程を整備することにより、企業集団としてのリスク管理体制や危機管理体制、内部通報制度を含めたコンプラ
イアンス体制を適切に運用しています。

【当連結会計年度における運用状況】
　日本語版に加え、英語・中国語・タイ語版のグループ企業倫理綱領を作成し社員に配信する等、グループ役職員の基
本的な行動指針を国内外子会社にも展開し、当社（親会社）同様の周知・普及に努めました。また、定期的にリスク管
理委員会およびコンプライアンス委員会で子会社のリスク管理・コンプライアンスの状況を把握・管理しました。内部
通報制度では、各社における通報体制の整備のみならず、当社への直接の通報ルートも確保し運営しました。
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③　内部監査室は、当社およびその子会社の監査を実施するとともに、必要に応じてその結果を取締役会および監査等
委員会に対して直接報告します。また、必要に応じて当社より取締役等を派遣すること等を通じて子会社の適正な業務
執行を監視します。

【当連結会計年度における運用状況】
　内部監査室は、業務全般について、適法性、妥当性および効率性の観点から内部監査を実施しました。また、各社
へは当社従業員を役員等として派遣し、業務の適正性確保に努めました。
　なお、内部監査の結果を必要に応じて取締役会および監査等委員会に直接報告しました。

④　監査等委員会は、子会社に対し、業務執行状況を定期的に監査します。

【当連結会計年度における運用状況】
　監査等委員会は定期的に子会社に対する監査を実施し、重要書類の確認、主要な役職員から業務執行状況のヒアリ
ングを行いました。

⑤　財務報告の適正性と信頼性を確保するために必要な内部統制体制を整備します。

【当連結会計年度における運用状況】
　内部監査室は、財務IR部門と連携し、各グループ会社に対して財務報告の適正性と信頼性を確保するため、内部統
制評価手続および内部監査を実施して内部統制の体制を整備しております。また、内部統制評価および内部監査の結
果については、随時、監査法人に報告しました。
　なお、財務ガバナンスの強化を図る観点から、定期的にグループ会社を含めた経理財務関係の規程の見直しを実施
しました。

6．監査等委員会を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）
からの独立性に関する事項、および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　監査等委員会室を設置し、監査等委員である取締役の職務における補助機能を果たします。また、監査等委員会室
での職務に従事する使用人に対する指揮命令権は監査等委員会に属するものとします。このため、当該使用人に対す
る人事評価・異動・懲戒はじめ、その他人事に関する事項は監査等委員である取締役と協議の上、当社運用ルールに
則って運営します。

【当連結会計年度における運用状況】
　監査等委員会室を設置し監査等委員である取締役の職務を補助するための専任の使用人を配置しました。当該使用
人は、監査等委員である取締役の指揮命令に従い、職務を遂行しました。
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　なお、当該使用人に対する人事評価・異動・懲戒をはじめ、その他人事に関する事項は監査等委員である取締役と
協議の上、当社ルールに則って運営しました。

7．取締役および使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制
　取締役および使用人から監査等委員である取締役への報告事項については、監査等委員会監査環境整備規程を制定
し、法定事項のほか、当社や当社子会社について、著しい損害を及ぼす事象、社内不祥事や法令違反等の重大な不正
行為、内部監査の結果や内部通報の状況などについて報告する体制とします。また、取締役会ほか重要な会議への監
査等委員である取締役の出席権限を確保し、日頃より監査等委員である取締役が執行状況を把握しやすいような体制
をとります。

【当連結会計年度における運用状況】
　監査等委員会監査環境整備規程を制定し、法定事項のほか、当社や当社子会社における著しい損害を及ぼす事象、
社内不祥事や法令違反等の重大な不正行為、内部監査の結果や内部通報の状況などについて報告する体制を整備・運
用しました。

8．監査等委員会への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す
るための体制
　監査等委員会監査環境整備規程にて、前項の監査等委員会への報告をした者が当該報告を理由として不利な取扱い
を受けないよう明確化します。

【当連結会計年度における運用状況】
　監査等委員会への報告をした者が当該報告を理由として不利な取扱いを受けないよう、規程により体制を整備・運
用しました。

9．監査等委員である取締役の職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査等委員である取締役がその職務の執行について、所定の費用または債務の履行を請求するときは、当該請求に
係る費用または債務が当該監査等委員である取締役の職務に必要でないと認められる場合を除き、これを支払いま
す。また、監査の実効性を担保するため、監査の諸費用について予算を確保します。

【当連結会計年度における運用状況】
　監査等委員である取締役がその職務の執行について、所定の費用または債務の履行を請求するときは、当該請求に
係る費用または債務が当該監査等委員である取締役の職務に必要でないと認められる場合を除き、これを支払い、ま
た、監査の実効性を担保するため、監査の諸費用について予算を確保しました。
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10．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査等委員会は、社外取締役にて、その過半を確保します。

【当連結会計年度における運用状況】
　監査等委員である取締役は4名で、うち3名は社外取締役であり、過半を確保しました。

②　監査等委員である取締役は、監査等委員会が定めた監査方針・監査計画に従い、電話回線またはインターネット等
を経由した手段も活用しながら、ガバナンスの実施状況の監視、取締役会・経営会議等重要会議への出席、重要な決
裁書類の閲覧および事務所の往査などを実施します。また、監査等委員である取締役は、代表取締役社長と定期会合
を持ち、意見交換を行うことにより、相互の意思疎通を図ります。

【当連結会計年度における運用状況】
　監査等委員である取締役は、監査等委員会が定めた監査方針・監査計画および当方針に則りガバナンスの実施状況
の監視、取締役会、経営会議その他重要な会議への出席、重要な決裁書類の閲覧および事業所の往査等を実施しまし
た。また、代表取締役社長と定期的に意見交換を行うことにより、相互の意思疎通を図りました。

③　監査等委員である取締役と内部監査室および会計監査人が、定期的に監査の状況について協議し、情報の共有と連
携を図り、効果的かつ効率的な監査を行います。

【当連結会計年度における運用状況】
　監査等委員会、内部監査室および会計監査人は、定期的に監査の状況について報告し、情報の共有と連携を図り、
効果的かつ効率的な監査を行いました。また四半期毎に、監査等委員会、内部監査室および会計監査人の出席する三
様監査会議を実施し、監査等委員会、内部監査室および会計監査人の情報共有を行うとともに、課題意識のすりあわ
せを行いました。

11．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況
　反社会的勢力・団体との関係を遮断するため、グループ行動指針に反社会的勢力・団体に対しては断固とした態度
で対応し一切の関係を持たない旨を定め、教育・研修を通じた周知徹底や外部専門機関との連携を図るなど、実践的
対応が可能な社内体制を整備します。

【当連結会計年度における運用状況】
　グループ行動指針にて反社会的勢力・団体に対しては断固とした態度で対応し一切の関係を持たない旨を定めてお
り、これを徹底しました。また、外部専門機関との連携を図り、実践的対応が可能な社内体制を整備・運用しまし
た。
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監査

執行役員 執行役員 執行役員 執行役員

グループ会社業務執行部門

Ⅶ．株式会社の支配に関する基本方針

　当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容は、以下のとおりです。

　当社は、株主・投資家の皆様、お客様、取引先、協力会社や役職員といった全ステークホルダーのエンゲージメント向
上を目指す当社グループのパーパス「環境革新で、地球の未来をきりひらく。」に基づく事業展開により、当社の企業価
値・株主共同の利益の確保・向上に努めてまいります。
　今後も、当社は、企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを実現するために、
「高砂熱学グループ長期ビジョン2040 Create our PLANET,Create our FUTURE」に基づき、中期経営計画を策定
し、これを着実に実行するとともに、コーポレートガバナンスの強化に努めてまいります。
　また、当社株式の大量買付を行おうとする者に対しては、株主の皆様が大規模買付行為の是非を適切に判断するために
必要かつ十分な情報の提供を求めた上で、取締役会の意見等を開示し、株主の皆様の検討のための時間と情報の確保に努
める等、金融商品取引法、会社法その他関連法令に基づき、適切な措置を講じてまいります。

60



2024/05/21 11:48:43 / 23080432_高砂熱学工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結貸借対照表

連結貸借対照表 （単位：百万円）

当連結会計年度
（2024年3月31日現在）

当連結会計年度
（2024年3月31日現在）

資産の部
流動資産
現金預金
受取手形・完成工事未収入金及び契約資産
電子記録債権
未成工事支出金等
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物・構築物
機械・運搬具
工具器具・備品
土地
建設仮勘定
使用権資産
無形固定資産
ソフトウェア
のれん
その他
投資その他の資産
投資有価証券
長期貸付金
退職給付に係る資産
繰延税金資産
差入保証金
保険積立金
その他
貸倒引当金　

248,386
53,298

178,305
7,585
4,057
5,370
△230
91,720
23,483
9,937
847

2,139
9,731
265
562
9,173
7,371
1,703

98
59,063
46,530

242
6,551
1,187
3,072
785
800

△107　

負債の部
流動負債 146,750
支払手形・工事未払金等 58,253
電子記録債務 19,026
短期借入金 14,133
１年内償還予定の社債 5,000
未払金 5,416
未払法人税等 6,008
未成工事受入金 12,593
賞与引当金 8,727
役員賞与引当金 159
完成工事補償引当金 1,095
工事損失引当金 404
解体撤去引当金 310
その他 15,621
固定負債 26,125
社債 20,000
長期未払金 53
退職給付に係る負債 1,126
株式給付引当金 865
繰延税金負債 3,388
その他 691
負債合計 172,875
純資産の部
株主資本 145,040
資本金 13,134
資本剰余金 10,488
利益剰余金 128,724
自己株式 △7,307
その他の包括利益累計額 19,315
その他有価証券評価差額金 15,822
為替換算調整勘定 1,671
退職給付に係る調整累計額 1,821
非支配株主持分 2,875
純資産合計 167,231

資産合計 340,106 負債純資産合計 340,106

連結計算書類

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

連結損益計算書 （単位：百万円）

当連結会計年度
（2023年4月1日から2024年3月31日まで）

売上高 363,366
売上原価 303,419
売上総利益 59,947
販売費及び一般管理費 35,755
営業利益 24,192
営業外収益 3,421
受取利息及び配当金 1,198
持分法による投資利益 183
不動産賃貸料 862
その他 1,177
営業外費用 1,463
支払利息 288
不動産賃貸費用 392
解体撤去引当金繰入額 310
その他 472
経常利益 26,150
特別利益 1,309
固定資産売却益 8
投資有価証券売却益 1,295
その他 5
特別損失 407
減損損失 288
固定資産除却損 96
投資有価証券評価損 17
投資有価証券売却損 0
その他 5
税金等調整前当期純利益 27,053
法人税、住民税及び事業税 8,356
法人税等調整額 △1,414
当期純利益 20,111
非支配株主に帰属する当期純利益 498
親会社株主に帰属する当期純利益 19,612
(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2023年4月1日から2024年3月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 13,134 12,691 113,913 △7,567 132,172

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △4,774 △4,774

親会社株主に帰属する
当期純利益 19,612 19,612

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 262 262

連結範囲の変動 △27 △27

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 △2,202 △2,202

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － △2,202 14,810 260 12,867

当連結会計年度末残高 13,134 10,488 128,724 △7,307 145,040

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
その他の包括利益累計額

非 支 配
株 主 持 分 純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 10,181 493 △376 10,298 4,694 147,165

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △4,774

親会社株主に帰属する
当期純利益 19,612

自己株式の取得 △2

自己株式の処分 262

連結範囲の変動 △27

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 △2,202

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 5,641 1,178 2,197 9,017 △1,818 7,198

連結会計年度中の変動額合計 5,641 1,178 2,197 9,017 △1,818 20,066

当連結会計年度末残高 15,822 1,671 1,821 19,315 2,875 167,231
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連結注記表

⑴ 連結子会社数 13社

連結子会社名

TMES㈱、高砂建築工程（中国）有限公司、タカサゴシンガポールPte.Ltd.、
高砂熱学工業（香港）有限公司、タカサゴベトナムCo.,Ltd.、タイタカサゴCo.,Ltd.、
T.T.E.エンジニアリング（マレーシア）Sdn.Bhd.、日本ピーマック㈱、ヒューコス㈱、
TTEマレーシアホールディングスSdn.Bhd.、タカサゴエンジニアリングメキシコ,S.A.de C.V.、
インテグレーテッド・クリーンルーム・テクノロジーズPvt.Ltd、
タイタカサゴホールディングスCo.,Ltd.

⑵ 主要な非連結子会社名 PT.タカサゴインドネシア
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う
額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

⑴ 持分法適用の関連会社の数 1社
持分法適用の関連会社の名称 日本設備工業㈱

⑵ 持分法非適用の非連結子会社（主要な会社名:PT.タカサゴインドネシア）および関連会社（主要な会社名:苫小牧熱供給㈱）は、それぞれ
当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないた
め、持分法の適用から除外しております。

連結注記表

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1．連結の範囲に関する事項

2．持分法の適用に関する事項

3．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、インテグレーテッド・クリーンルーム・テクノロジーズPvt.Ltd.以外の在外連結子会社の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、各決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、1月1日から連結決算日3月31日までの期間に発生
した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
なお、上記以外の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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連結注記表

① 有価証券
その他有価証券

市場価格のない
株式等以外のもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）によっております。

市場価格のない
株式等 移動平均法による原価法によっております。

投資事業有限責任組合およびそれ
に類する組合への出資
（金融商品取引法第２条第２項に
より有価証券とみなされるもの）

組合契約に規定される決算報告書に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で
取り込む方法によっております。

② 棚卸資産
未成工事支出金 個別法による原価法によっております。
商品及び製品、
材料貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によ
っております。

① 有形固定資産（リース資産を除く） 主として定額法を採用しており、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同
一の基準によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と同一の基
準によっております。また、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（5年～
10年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、在外連結子会社については、国際財務報告基準に基づき財務諸表を作成しておりますが、国際
財務報告基準第16号「リース」(以下「IFRS第16号」という。)を適用しております。IFRS第16号に
より、リースの借手は、原則としてすべてのリースを貸借対照表に資産および負債として計上してお
り、資産計上された使用権資産の減価償却方法は定額法によっております。

4．会計方針に関する事項
⑴ 重要な資産の評価基準および評価方法

⑵ 重要な減価償却資産の減価償却の方法
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① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 役員賞与引当金 役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づいて計上しております。
③ 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づいて計上しております。

④ 完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対する将来の見積補償
額に基づいて計上しております。

⑤ 工事損失引当金 当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生が合理的に見込まれるものについて将来の損失に備える
ため、その損失見込額を計上しております。

⑥ 解体撤去引当金 将来発生が見込まれる固定資産の撤去費用に備えるため、当連結会計年度末における損失見込額を計
上しております。

⑦ 役員退職慰労引当金 連結子会社の取締役および監査役の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計
上しております。

⑧ 株式給付引当金
役員報酬BIP信託および株式給付信託(J-ESOP)による当社株式の交付に備えるため、株式交付規程に
基づき、当社取締役、当社執行役員、当社従業員および連結子会社の取締役に割り当てられたポイン
トに応じた株式の給付見込額を計上しております。

⑶ 重要な引当金の計上基準

⑷ 重要な収益および費用の計上基準
当社および連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容および当該履行義務を充足する通常時
点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりであります。
① 設備工事事業

主に、空調設備の技術を核として、一般設備と産業設備の設計・施工、保守等から収益を獲得しております。
設備工事事業では顧客と工事契約を締結し、受注した工事を施工し、引き渡す義務を負っております。
これらの履行義務は、工事の進捗に伴い充足されるため、工事進捗度に応じて工事期間にわたり収益を認識しております。工事進捗度の
算定にあたってはインプット法を採用しております。
また、保守契約のうち、履行義務が主に時の経過に伴い充足されるものについては、取引価格を契約期間にわたり均等に按分し収益を認
識し、保守サービス実施の都度履行義務が充足されるものについては、保守サービスが完了した都度収益を認識しております。
なお、履行義務の充足にかかる進捗度を合理的に見積もることができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収すること
が見込まれる場合には、履行義務の充足にかかる進捗度を合理的に見積もることができるときまで、一定の期間にわたり充足される履行
義務について原価回収基準により収益を認識しております。
取引価格は基本的に顧客との契約に基づいております。支払条件は契約ごとに異なりますが、契約に従って着工、工事の進捗、竣工に伴
い対価を受領しております。
金融要素に重要性はないため、調整は行っておりません。

② 設備機器の製造・販売事業
主に、空調機器等の設計・製造・販売から収益を獲得しております。
これらは契約に基づき顧客への引渡しが完了した時点で収益を認識しております。ただし、国内販売については出荷時点で収益を認識し
ております。
取引価格は基本的に顧客との契約に基づいております。支払条件は契約ごとに異なりますが、製品の引渡し等に応じて対価を受領してお
ります。
金融要素に重要性はないため、調整は行っておりません。
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⑸ 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外連結子会社の
資産・負債および収益・費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における「その他の包括利益累計額」の
「為替換算調整勘定」および「非支配株主持分」に含めて計上しております。

⑹ 退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、主として給付算定式基準に
よっております。

② 数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
過去勤務費用は、発生時に一括して費用処理しております。なお、一部の連結子会社はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（主として5年）による定額法により費用処理しております。

③ 小規模企業における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方
法を用いた簡便法を適用しております。

⑺ のれんの償却方法および償却期間
のれんの償却については、その効果が発現すると見積られる期間で償却し、その金額が僅少なものについては発生年度に全額償却しておりま
す。
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報告セグメント その他
（注） 合計

設備工事事業 設備機器の
製造販売事業 計

一般設備工事 161,961 － 161,961 － 161,961
産業設備工事 193,532 － 193,532 － 193,532
設備機器の製造販売 － 7,782 7,782 － 7,782
その他 － － － 90 90

顧客との契約から生じる収益 355,493 7,782 363,276 90 363,366
外部顧客への売上高 355,493 7,782 363,276 90 363,366

報告セグメント その他
（注） 合計

設備工事事業 設備機器の
製造販売事業 計

国内 296,643 7,782 304,425 90 304,516
海外 58,850 － 58,850 － 58,850

顧客との契約から生じる収益 355,493 7,782 363,276 90 363,366
外部顧客への売上高 355,493 7,782 363,276 90 363,366

５．収益認識に関する注記

⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
財またはサービスの種類別の内訳

（単位：百万円）

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理店等の事業であります。

地域別の内訳
（単位：百万円）

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理店等の事業であります。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「4．会計方針に関する事項」の「⑷ 重要な収益および費用の計上基準」に記載の通りであります。

⑶ 当連結会計年度末及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、340,955百万円であり、当社グループは、当該残存履行義務につい
て、履行義務の充足につれて主に１年から３年の間で収益を認識することを見込んでいます。
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６．重要な会計上の見積りに関する注記

⑴ 一定期間にわたり認識する売上高の計上
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

売上高 320,390百万円
② 識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報

工事請負契約および保守契約等については、役務に対する支配が一定期間にわたり移転するため、一定期間にわたり履行義務を充足し、
一定期間にわたり収益を認識しております。
一定期間にわたり収益を認識するにあたり、工事進捗度の算定には原価比例法を適用しております。各工事契約の工事原価総額の見積額
は実行予算(直接費)と間接経費の配賦額で構成されており、工事進捗度は各工事の実行予算のうち当連結会計年度末までに発生している直
接費の割合で算出しております。売上高は当該工事進捗度に工事収益総額を乗じて算出しております。
工事収益総額の見積額は契約書等の書面により顧客と合意に至った金額をもとにしております。顧客との間で工事契約変更等の事象が生
じた場合は、当該変更を工事収益総額の見積りに適時・適切に反映しております。
工事原価総額の見積額は各工事ごとの実行予算に間接費の配賦額を加算して算定しております。実行予算は施工場所、施工条件ごとに異
なりますが、工事の各段階、各原価要素ごとに設計図に基づき設定した標準数量・工数や購買先から入手した見積書等に基づき設定した
単価を使用して算定した原価を積み上げることにより算定しております。工事契約の変更や事後的な事情の変化により追加の原価の発生
や原価の削減が見込まれる場合は適時・適切に実行予算に反映しております。
工事進捗度の算定に当たっては工程表をもとに発生原価と実際の工事の進捗度合いに乖離がないかモニタリングをするとともに、発生原
価の中に工事進捗度を適切に反映しないものが含まれる場合には必要な調整を行っております。
なお、履行義務の充足にかかる進捗度を合理的に見積もることができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収すること
が見込まれる場合には、履行義務の充足にかかる進捗度を合理的に見積もることができるときまで、一定の期間にわたり充足される履行
義務について原価回収基準により収益を認識しております。
翌連結会計年度以降において、当連結会計年度末では予見できなかった工事契約の変更や事後的な事情の変化等により、工事収益総額の
見積額、工事原価総額の見積額、決算日における工事進捗度の見積りに変動が生じる場合、翌連結会計年度の売上高の金額が増減する可
能性があります。

⑵ 工事損失引当金の計上
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

工事損失引当金 404百万円
② その他の情報

当連結会計年度末の手持工事のうち、損失の発生が合理的に見積られるものについて、将来見込まれる損失額を引当計上しております。
将来見込まれる損失額は当連結会計年度末の工事収益総額から工事原価総額の見積額を差し引いて算定しております。
工事原価総額の見積りにおける主要な仮定については「⑴一定期間にわたり認識する売上高の計上　②識別した項目にかかる重要な会計
上の見積りの内容に関する情報」をご参照ください。
翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響として、翌連結会計年度以降に工事原価総額の見積り額に大幅な増加が見込まれる事実・状
況が発生した場合、追加で引当金を計上する必要があります。一方で工事原価総額の見積額に大幅な減額が見込まれる事実・状況が発生
した場合、引当金を戻入れる必要があります。
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⑶ のれんの評価
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

のれん 1,703百万円
② その他の情報

のれんは取得による企業結合において支配獲得時以後の事業展開によって期待される超過収益力に関連して発生しており、効果が発現す
ると見積もられる期間にわたり償却を行っております。また、各四半期末において未償却残高について減損の兆候が発生していないか否
かの検討を行い、回収可能と認められる部分のみ資産計上しております。
支配獲得時に策定された事業計画と実績および直近の業績予測とを比較し、実績および直近の業績予測が事業計画を大きく下回っていな
い場合には減損の兆候が発生していないと判断しております。
翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響として、支配獲得時に策定された事業計画を実績値および直近の業績予測が大きく下回るよ
うな状況となり、減損の兆候が発生した場合には、のれんの減損が必要となる可能性があります。
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受取手形 466百万円
完成工事未収入金 121,981百万円
契約資産 55,858百万円

未成工事支出金 436百万円
商品及び製品 772百万円
仕掛品 64百万円
材料貯蔵品 2,784百万円

3．有形固定資産の減価償却累計額 11,808百万円

担保に供している資産
現金預金 1,213百万円
受取手形･完成工事未収入金及び契約資産 4,375百万円
未成工事支出金等 1,484百万円
その他(流動資産) 1,216百万円
建物・構築物 615百万円
機械・運搬具 623百万円
工具器具・備品 116百万円
土地 477百万円
建設仮勘定 58百万円
使用権資産 107百万円
無形固定資産 91百万円
投資有価証券 604百万円
長期貸付金 233百万円
差入保証金 173百万円
その他(投資その他の資産) 11百万円

計 11,404百万円

上記に対応する債務
支払手形・工事未払金等 44百万円
短期借入金 72百万円

計 117百万円

Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記
1．受取手形・完成工事未収入金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権および契約資産の金額はそれぞれのとおりであります。

2．未成工事支出金等に属する資産の科目およびその金額は次のとおりであります。

4．担保提供資産および担保付債務
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Iclean Hollow Metal Systems Pvt.Ltd. 664百万円
IPHARRM PROCESS TECHNOLOGIES Pvt.Ltd. 50百万円
　　計 715百万円

Iclean Hollow Metal Systems Pvt.Ltd. 415百万円

5．保証債務
関係会社の金融機関等からの借入債務等に対し、債務保証を行っております。

関係会社の工事請負に係る金融機関の工事履行保証に対し、債務保証を行っております。
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1．売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 △97百万円

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　(株) 70,239,402 － － 70,239,402

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　(株) 4,005,410 727 136,004 3,870,133

単元未満株式の買取りによる増加 727株

役員報酬BIP信託制度における当社株式の交付 126,604株
株式給付信託(J-ESOP)制度における当社株式の交付 9,400株

Ⅲ．連結損益計算書に関する注記

Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
1．発行済株式の種類および総数に関する事項

2．自己株式の種類および株式数に関する事項

⑴ 普通株式の自己株式数には、役員報酬BIP信託及び株式給付信託(J-ESOP)が保有する当社株式(当連結会計年度期首755,320株、当連結会
計年度末619,316株)が含まれております。

⑵ 増加数の内訳は、次のとおりであります。

⑶ 減少数の内訳は、次のとおりであります。
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決　議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

2023年6月23日
定時株主総会 普通株式 2,219百万円 33円00銭 2023年3月31日 2023年6月26日

2023年11月14日
取締役会 普通株式 2,555百万円 38円00銭 2023年9月30日 2023年12月８日

① 配当金の総額 6,120百万円
② 1株当たり配当金 91円00銭
③ 基準日 2024年3月31日
④ 効力発生日 2024年6月20日

3．配当に関する事項
⑴ 配当金支払額

(注) 1．2023年6月23日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式給付信託(J-ESOP)が所有する当社株
式に対する配当金24百万円が含まれております。

2．2023年11月14日開催の取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式給付信託(J-ESOP)が所有する当社株式に
対する配当金23百万円が含まれております。

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2024年6月19日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり付議する予定であります。

(注) 1．1株当たり配当金には、記念配当10円00銭を含んでおります。
2．配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
3．配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式給付信託(J-ESOP)が所有する当社株式に対する配当金56百万円が含まれております。
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項　目 連結貸借対照表計上額 時　価 差　額
⑴ 受取手形・完成工事未収入金 122,447 122,447 △0
⑵ 有価証券および投資有価証券

その他有価証券 33,773 33,773 －
資産計 156,220 156,220 △0

社債 25,000 24,754 △246
負債計 25,000 24,754 △246

Ⅴ．金融商品に関する注記
1．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、銀行等金融機関からの借入や社債の発行により資金調達してお
ります。
営業債権である受取手形・完成工事未収入金および電子記録債権は、顧客の信用リスクにさらされておりますが、当社は債権管理方針に従
い、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとの期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念
の早期把握や軽減を図っております。投資有価証券は、主に取引先企業との業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク
にさらされておりますが、定期的に把握された時価が取締役会に報告されています。また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的
に見直しております。
営業債務である支払手形・工事未払金等および電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。短期借入金および長期借入金は主に営業取
引に係る資金調達であり、変動金利の借入金であるため金利の変動リスクにさらされておりますが、基本的にリスクの低い短期のものに限定
しております。また、社債は主に設備投資に係る資金調達であります。営業債務や借入金は、流動性リスクにさらされておりますが、当社グ
ループでは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。

2．金融商品の時価等に関する事項
連結決算日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、市場価格のない株式等(連結貸借対照表計上額12,757百万円)は、「その他有価証券」には含めておりません。
また、「現金預金」「電子記録債権」「支払手形・工事未払金等」「電子記録債務」「短期借入金」「未払金」は短期間で決済されるため時
価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。

（単位：百万円）

(注) 時価の算定に用いた技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価
の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
資産
⑴受取手形・完成工事未収入金

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間および信用リスクを加味した利率により割り引いた
現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

⑵有価証券および投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、レベル１の時価に分類しております。
債券は取引所の価格または取引金融機関から提示された価格によっており、レベル２の時価に分類しております。

負債
社債

社債の時価は、日本証券業協会公表の売買参考統計値に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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1．1株当たり純資産額 2,476円38銭
(注) 役員報酬BIP信託及び株式給付信託(J-ESOP)が所有する当社株式を、１株当たり純資産額の算

定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。
当該自己株式の期末株式数は3,870,133株であり、このうち役員報酬BIP信託及び株式給付信
託(J-ESOP)が所有する当社株式の期末株式数は619,316株であります。

2．1株当たり当期純利益 295円68銭
(注) 役員報酬BIP信託及び株式給付信託(J-ESOP)が所有する当社株式を、１株当たり当期純利益の

算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
当該自己株式の期中平均株式数は3,907,545株であり、このうち役員報酬BIP信託及び株式給
付信託(J-ESOP)が所有する当社株式の期中平均株式数は657,025株であります。

Ⅵ．1株当たり情報に関する注記

Ⅶ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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貸借対照表 （単位：百万円）
当事業年度

（2024年3月31日現在）
当事業年度

（2024年3月31日現在）

資産の部
流動資産
現金預金
受取手形
電子記録債権
完成工事未収入金
契約資産
未成工事支出金等
未収入金
立替金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物・構築物
機械・運搬具
工具器具・備品
土地
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウェア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長期貸付金
破産更生債権等
長期前払費用
前払年金費用
差入保証金
保険積立金
その他
貸倒引当金　

193,233
33,458

237
6,443

103,481
46,767

881
762
446
913

△157
94,901
19,729
8,751
163

1,569
9,038
207
7,064
6,970

94
68,106
39,064
20,822

984
103
329

3,827
2,305
590
181

△102　

負債の部
流動負債 118,158
支払手形 2,027
電子記録債務 18,547
工事未払金 41,998
短期借入金 12,196
一年内償還予定の社債 5,000
未払金 4,454
未払費用 543
未払法人税等 5,405
未成工事受入金 6,433
預り金 12,221
賞与引当金 7,593
役員賞与引当金 128
完成工事補償引当金 941
工事損失引当金 286
解体撤去引当金 310
その他 66
固定負債 23,758
社債 20,000
長期未払金 38
株式給付引当金 816
繰延税金負債 2,544
その他 358
負債合計 141,917
純資産の部
株主資本 130,699
資本金 13,134
資本剰余金 12,853
資本準備金 12,853
利益剰余金 111,844
利益準備金 3,283
その他利益剰余金 108,561
配当平均積立金 656
退職給与積立金 940
オープンイノベーション促進積立金 174
別途積立金 42,878
繰越利益剰余金 63,911

自己株式 △7,133
評価・換算差額等 15,518
その他有価証券評価差額金 15,518
純資産合計 146,217

資産合計 288,135 負債純資産合計 288,135

計算書類

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書 （単位：百万円）

当事業年度
（2023年4月1日から2024年3月31日まで）

完成工事高 268,657
完成工事原価 222,953
完成工事総利益 45,703
販売費及び一般管理費 24,805
営業利益 20,898
営業外収益 3,262
受取利息及び配当金 1,619
受取保険金・保険配当金 277
不動産賃貸料 836
その他 528
営業外費用 1,172
支払利息 110
不動産賃貸費用 392
解体撤去引当金繰入額 310
その他 358
経常利益 22,988
特別利益 1,366
投資有価証券売却益 1,366
特別損失 378
減損損失 288
固定資産除却損 67
その他 22
税引前当期純利益 23,977
法人税、住民税及び事業税 7,092
法人税等調整額 △1,048
当期純利益 17,933
(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（2023年4月1日から2024年3月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資　本
準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

利　益
準備金

その他利益剰余金

配当平均
積立金

退職給与
積立金

オープンイノ
ベーション
促進積立金

当事業年度期首残高 13,134 12,853 － 12,853 3,283 656 940 124
事業年度中の変動額
剰余金の配当
当期純利益
オープンイノベーション
促進積立金の積立 49

自己株式の取得
自己株式の処分
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － － － － 49
当事業年度期末残高 13,134 12,853 － 12,853 3,283 656 940 174
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（単位：百万円）

株主資本 評価･換算
差額等

純資産
合　計

利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計

その他有
価証券評
価差額金

その他利益剰余金 利益剰余金
合　　　計別　途

積立金
繰越利益
剰余金

当事業年度期首残高 42,878 50,802 98,686 △7,394 117,280 10,043 127,324
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △4,774 △4,774 △4,774 △4,774
当期純利益 17,933 17,933 17,933 17,933
オープンイノベーション
促進積立金の積立 △49 ー ー ー

自己株式の取得 △2 △2 △2
自己株式の処分 262 262 262
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 5,475 5,475

事業年度中の変動額合計 － 13,108 13,158 260 13,418 5,475 18,893
当事業年度期末残高 42,878 63,911 111,844 △7,133 130,699 15,518 146,217
(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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① 有価証券
子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。
その他有価証券

市場価格のない
株式等以外のもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）によっております。

市場価格のない
株式等 移動平均法による原価法によっております。

投資事業有限責任組合およびそれ
に類する組合への出資
（金融商品取引法第２条第２項に
より有価証券とみなされるもの）

組合契約に規定される決算報告書に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額
で取り込む方法によっております。

② 棚卸資産
未成工事支出金 個別法による原価法によっております。
商品及び製品、
材料貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に
よっております。

① 有形固定資産（リース資産を除く） 定額法によっております。なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と
同一の基準によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ
っております。また、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（5年～10
年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

個別注記表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴ 資産の評価基準および評価方法

⑵ 固定資産の減価償却の方法
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① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 役員賞与引当金 役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づいて計上しております。
③ 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づいて計上しております。

④ 完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する将来の見積補償額
に基づいて計上しております。

⑤ 工事損失引当金 当事業年度末手持工事のうち損失の発生が合理的に見込まれるものについて将来の損失に備えるた
め、その損失見込額を計上しております。

⑥ 解体撤去引当金 将来発生が見込まれる固定資産の撤去費用に備えるため、当事業年度末における損失見込額を計上
しております。

⑦ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基
づき計上しております。
a 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。

b 数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま
す。
過去勤務費用は、発生時に一括して費用処理しております。

⑧ 株式給付引当金
役員報酬BIP信託および株式給付信託(J-ESOP)による当社株式の交付に備えるため、株式交付規定に
基づき、当社取締役、執行役員および従業員に割り当てられたポイントに応じた株式の給付見込額
を計上しております。

⑶ 引当金の計上基準

⑷ 収益および費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容および当該履行義務を充足する通常時点(収益を認識す
る通常の時点)は以下のとおりであります。
① 設備工事事業

主に、空調設備の技術を核として、一般設備と産業設備の設計・施工、保守等から収益を獲得しております。
設備工事事業では顧客と工事契約を締結し、受注した工事を施工し、引き渡す義務を負っております。
これらの履行義務は、工事の進捗に伴い充足されるため、工事進捗度に応じて工事期間にわたり収益を認識しております。工事進捗度の
算定にあたってはインプット法を採用しております。
また、保守契約のうち、履行義務が主に時の経過に伴い充足されるものについては、取引価格を契約期間にわたり均等に按分し収益を認
識し、保守サービス実施の都度履行義務が充足されるものについては、保守サービスが完了した都度収益を認識しております。
なお、履行義務の充足にかかる進捗度を合理的に見積もることができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収すること
が見込まれる場合には、履行義務の充足にかかる進捗度を合理的に見積もることができるときまで、一定の期間にわたり充足される履行
義務について原価回収基準により収益を認識しております。
取引価格は基本的に顧客との契約に基づいております。支払条件は契約ごとに異なりますが、契約に従って着工、工事の進捗、竣工に伴
い対価を受領しております。
金融要素に重要性はないため、調整は行っておりません。

⑸ 退職給付に係る会計処理
計算書類において、未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
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個別注記表

未成工事支出金 361百万円
商品及び製品 11百万円
材料貯蔵品 508百万円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 6,009百万円

⑶ 銀行借入金等に対する保証債務 1,450百万円

⑷ 関係会社に対する短期金銭債権 1,846百万円
関係会社に対する長期金銭債権 1,000百万円
関係会社に対する短期金銭債務 8,662百万円
関係会社に対する長期金銭債務 60百万円

売上高 1,174百万円
仕入高 22,611百万円
その他の営業取引高 243百万円
営業取引以外の取引高 931百万円

⑵ 研究開発費の総額 2,662百万円

⑶ 完成工事原価に含まれている工事損失引当金繰入額 △208百万円

２．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「(4)収益および費用の計上基準」に記載の通りであります。

３. 重要な会計上の見積りに関する注記
⑴ 一定期間にわたり認識する売上高の計上
① 当事業年度の計算書類に計上した金額
　 完成工事高 241,109百万円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　 ①の金額の算出方法は、連結注記表の「６．重要な会計上の見積りに関する注記(1)」の内容と同一であります。

⑵ 工事損失引当金の計上
① 当事業年度の計算書類に計上した金額
　 工事損失引当金 286百万円
② その他の情報
　 ①の金額の算出方法は、連結注記表の「６．重要な会計上の見積りに関する注記(2)」の内容と同一であります。

４. 貸借対照表に関する注記
⑴ 未成工事支出金等に属する資産の科目およびその金額は次のとおりであります。

５. 損益計算書に関する注記
⑴ 関係会社との取引高
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個別注記表

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 3,741,023 727 136,004 3,605,746

単元未満株式の買取りによる増加 727株

役員報酬BIP信託制度における当社株式の交付 126,604株
株式給付信託(J-ESOP)制度における当社株式の交付 9,400株

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類および株式数に関する事項

⑴普通株式の自己株式数には、役員報酬BIP信託及び株式給付信託(J-ESOP)が保有する当社株式(当事業年度期首755,320株、当事業年度末
619,316株)が株含まれております。

⑵増加数の内訳は、次のとおりであります。

⑶減少数の内訳は、次のとおりであります。
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個別注記表

繰延税金資産
貸倒引当金 81百万円
減価償却費損金算入限度超過額 1,004百万円
減損損失 250百万円
投資有価証券評価損 1,303百万円
ゴルフ会員権評価損 112百万円
ソフトウェア開発費 54百万円
未払事業税 392百万円
完成工事補償引当金 264百万円
工事損失引当金 87百万円
退職給付引当金 480百万円
未払賞与 2,356百万円
株式給付引当金 238百万円
その他 996百万円

繰延税金資産小計 7,624百万円
評価性引当額 △2,101百万円

繰延税金資産合計 5,522百万円
繰延税金負債

前払年金費用 △1,167百万円
その他有価証券評価差額金 △6,474百万円
退職給付信託設定益 △424百万円

繰延税金負債合計 △8,067百万円
繰延税金資産の純額 △2,544百万円

法定実効税率 30.5%
（調整）

永久に損金に算入されない項目 0.9%
永久に益金に算入されない項目 △1.3%
評価性引当額 △0.3%
法人税額特別控除 △4.5%
その他 △0.1%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.2%

７．税効果会計に関する注記
⑴ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

⑵ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
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個別注記表

種類 会社等の名称 所在地 資本金
（百万円） 事業の内容 議決権等の

所有割合

関連当事者との関係
取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）役員の
兼任等

事業上の
関係

子会社 タイタカサゴ
Co.,Ltd.

タイ・
サムットプラ

カーン

50,000千
タイ

バーツ
空調設備等の

施工

（所有）
直接
49％
間接

8.18％

兼任
１名 債務保証 債務保証

（注）１ 3,820 － －

関連会社 日本設備工業㈱ 東京都中央区 460 空調設備等の
施工

（所有）
直接

34.01％
兼任
１名 仕入先

空調設備
工事等の

発注(注)３
14,326
(注)２

電子記録債務
工事未払金

1,645
4,195
(注)２

⑴ 1株当たり純資産額 2,194円36銭
(注) 役員報酬BIP信託及び株式給付信託(J-ESOP)が所有する当社株式を、１株当たり純資産額

の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。
当該自己株式の期末株式数は3,605,746株であり、このうち役員報酬BIP信託及び株式給
付信託(J-ESOP)が所有する当社株式の期末株式数は619,316株であります。

⑵ 1株当たり当期純利益 269円29銭
(注) 役員報酬BIP信託及び株式給付信託(J-ESOP)が所有する当社株式を、１株当たり当期純利

益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
当該自己株式の期中平均株式数は3,643,158株であり、このうち役員報酬BIP信託及び株
式給付信託(J-ESOP)が所有する当社株式の期中平均株式数は657,025株であります。

８．リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務用機器等を所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

９．関連当事者との取引に関する注記

(注) 1．金融機関からの借入金および工事履行につき、債務保証を行っております。
2．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
3．取引条件および取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、個々の工事について見積りの提出を受け、その都度、交渉により取引金額を決定しております。

10．1株当たり情報に関する注記

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

高砂熱学工業株式会社
取締役会 御中

2024年5月9日

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 永田　篤
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 藪前　弘

独立監査人の監査報告書

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、高砂熱学工業株式会社の2023年４月１日から2024年３月31
日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連
結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、高砂
熱学工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査報告書
連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に
注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引
や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手
する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に
対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻
害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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高砂熱学工業株式会社
取締役会 御中

2024年5月9日

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 永田　篤
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 藪前　弘

独立監査人の監査報告書

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、高砂熱学工業株式会社の2023年4月1日から2024年3
月31日までの第144期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表

計算書類に係る会計監査報告
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示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項
付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻
害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

高砂熱学工業株式会社 監査等委員会
監査等委員 中村　 正人 ㊞
監査等委員 榊󠄁原　 一夫 ㊞
監査等委員 日岡　 裕之 ㊞
監査等委員 若松　 弘之 ㊞

監査報告書
　当監査等委員会は、2023年4月1日から2024年3月31日までの第144期事業年度における取締役の職務の執行を監査いたしました。
その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。
1．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整
備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必
要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の

上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子
会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号の基本方針については、取締役会その他における審議の状況等を踏ま
え、その内容について検討を加えました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表）並びに計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書について検討いたしました。

2．監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記

載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は相当であると認めます。

⑵ 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年5月9日

（注）　監査等委員榊󠄁原一夫、日岡裕之及び若松弘之は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

監査等委員会の監査報告

以上
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株主総会会場ご案内図

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
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